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      開 会 午後１時40分 

    ―――――――――――――― 

●林 清治委員長  ただいまから、冬季オリン

ピック・パラリンピック調査特別委員会を開会い

たします。 

 報告事項は、特にございません。 

 それでは、議事に入ります。 

 冬季オリンピック・パラリンピックに係る招致

活動の総括についてを議題といたします。 

 なお、本日の議事進行についてですが、最初に

理事者より説明を受け、質疑、答弁を行った後、

これまでの招致活動や今後の取組について各会派

による意見表明の機会を設けることといたします

ので、ご了承願います。 

 それでは、最初に、冬季オリンピック・パラリ

ンピックに係る招致活動の総括・検証について、

資料に基づき、理事者から説明を受けます。 

●梅田スポーツ局長  本日は、冬季オリンピッ

ク・パラリンピック招致について、招致活動停止

までの経緯と、2014年から10年間にわたって取り

組んでまいりました招致活動の総括・検証に加え

まして、今後の取組についてご説明させていただ

きます。 

 2030年大会招致につきましては、昨年11月29日

に開催されたＩＯＣ理事会における決定を受け、

これまでの市議会での議論や地元関係者の意見を

踏まえ、12月に札幌市が招致活動を停止すること

といたしました。 

 関係者とともに進めてまいりましたこの10年間

にわたる招致活動の取組について、このような結

果になったことにつきましては、長い間招致活動

に携わってきた者の一人として、非常に残念であ

ります。 

 このたび、これまでの招致活動について、なぜ

大会招致の市民理解が広がらなかったのか、ま

た、どういったことが必要であったのかといった

ことについて、有識者や関係者のヒアリングを行

い、総括・検証を行いました。 

 市民や企業、関係団体の皆様とともに取り組ん

できた招致活動を今後のスポーツ行政をはじめと

する札幌市のまちづくりに生かしてまいりたいと

考えてございます。 

 それでは、詳細につきまして、招致推進部長か

ら説明をさせていただきます。よろしくお願いし

ます。 

●里招致推進部長  私から、資料に基づきまし

てご説明をさせていただきます。 

 それでは、資料１をご覧ください。 

 招致活動停止までの経緯についてでございま

す。 

 まず、１番のＩＯＣ理事会における決定事項に

ついてでございます。 

 昨年11月29日のＩＯＣ理事会におきまして、

2030年大会と2034年大会の２大会について、次の

ステージに進む地域、都市が決定されました。 

 また、2038年大会に関しましても、優先対話と

いう新しいステージが設けられ、2027年度末まで

はスイスとしか対話を行わないというふうにされ

たところでございます。 

 こうしたＩＯＣによる決定を受けまして、その

下の招致関係者意見交換会に記載のとおり、昨年

12月19日に地元を中心とした招致関係者と意見交

換を行いました。 

 出席者からは、招致の足がかりを失った状態で

あり、一度立ち止まらざるを得ないという考え方

が示されましたほか、引き続き、ウインタース

ポーツの振興に取り組んでほしいといった意見が

寄せられたところでございます。 

 そこで、札幌市といたしましては、これまでの

市議会でのご議論も踏まえまして、現在の招致活

動を停止するということにしたところでございま

す。 

 また、今後の取組といたしましては、将来の招

致に向けた長期的な観点から、ウインタースポー

ツの一層の振興や競技大会誘致を積極的に進める

ほか、大会による加速化を期待していたユニバー
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サルなどの重要概念を踏まえたまちづくりを一層

推進することとしたところでございます。 

 続いて、資料２の招致活動の総括・検証につい

てご説明いたします。 

 まず、１番の主な動きと支持率の推移につい

て、資料２－１をご覧ください。 

 年表に招致に関する支持率の推移と主な動きや

社会情勢などを掲載し、2014年以降の市の意向調

査や報道機関による調査結果において、支持率が

低下傾向にあった時期を大きく三つに分け、①、

②、③として記載をしております。 

 第１期は2018年秋頃までの時期でございます。 

 この間、2015年春には市議会に調査特別委員会

が設置をされましたほか、2016年秋には開催概要

計画案を策定するなど、招致活動を進めてまいり

ましたけれども、並行して、東京2020大会におけ

る国立競技場計画の見直しですとか、いわゆる東

京大会のⅤ１予算の公表などによりまして、大会

開催経費に対する不信感が高まった期間でもあり

ました。 

 その後、2018年に胆振東部地震が発生し、2026

年大会の招致活動は終了となりましたけれども、

その後、2030年大会招致に向けたＩＯＣとの継続

的対話を開始しました2020年から再び下降傾向が

始まりました。 

 この第２期の期間は、新型コロナウイルス感染

症拡大に伴う行動制限ですとか、東京2020大会の

延期、無観客開催に加えまして、2022年１月の記

録的な大雪など、社会情勢による影響を大きく受

けた期間であったと言えます。 

 第３期は、2022年夏以降の期間でございまし

て、東京2020大会に係る受託収賄、受注調整疑惑

により、オリンピック自体への不信感が増大した

期間となっております。 

 続きまして、２ 課題の検証についてです。 

 資料２－２をご覧ください。 

 招致活動の各取組につきまして、その概要を表

左側に記載をいたしますとともに、外部有識者や

関係団体からヒアリングを行い、大会招致への理

解が広まらなかった要因を外的要因、内的要因の

両観点から分析をしております。 

 まず、大会計画についてですけれども、大会の

開催意義をまとめるとともに、大会のためだけの

新たな施設は造らないことですとか、大会運営費

に原則、税金を投入しないことなどを計画に盛り

込みました。 

 大会計画における外的要因といたしましては、

オリンピック自体の不信感の増大に加えまして、

新型コロナウイルス感染症や大雪といった直面す

る市政課題に注力すべきという声が増加をいたし

まして、開催意義の議論に至らなかったことや、

ほかの大会ですとかイベントの経費増によりまし

て財政計画への疑念が高まったことなどが挙げら

れます。 

 内的要因につきましては、開催意義が総花的で

市民生活への具体的なメリットが分かりにくい印

象を与えたことや、財政計画について誰もが納得

できるような根拠をうまく示せなかったことに加

えまして、有識者からのヒアリングでは、子ども

たちや市民にとって魅力ある施設の整備など、夢

のある計画がもう少しあってもよかったのではな

いかという意見もいただいたところでございま

す。 

 次に、理解促進・機運醸成です。 

 出前講座や市民ワークショップ、オープンハウ

スなどの市民対話事業のほか、経済界やアスリー

トと連携をした取組を実施してまいりました。 

 また、2022年には、プロモーション委員会を設

立し、全国的な招致機運の醸成にも取り組んでき

たところでございます。 

 外的要因といたしましては、コロナ禍でのイベ

ント制限により十分な機運醸成活動ができなかっ

たことですとか、東京大会の事案によるオリン

ピックの不信感が市民の理解促進やアスリートか

らの協力に影響を及ぼしたことが挙げられます。 

 内的要因といたしましては、現役世代や若年層



冬季オリンピック・パラリンピック調査特別委員会 
 

- 65 - 

が態度変容を起こしてもらえるような取組や発信

が十分ではなかったこと、将来を担う若い世代を

中心に招致活動に参加したい、応援したいという

ような巻き込みができなかったこと、また、そも

そも市が前面に出過ぎず、アスリートや有識者な

どの関係者が一丸となった姿をもっと見せるべき

だったのではないかという指摘もございました。 

 さらには、メディアへの十分な説明や効果的な

ＳＮＳの活用なども課題として挙げております。 

 次に、資料２－３をご覧ください。 

 渉外活動に関しましては、対話ステージや継続

的な対話に参加をし、ＩＯＣと定期的に協議を

行ってまいりましたほか、国際大会などを通じて

関係を構築してまいりました。 

 外的要因といたしましては、東京大会の開催都

市契約などの影響によりまして、ＩＯＣやオリン

ピックに対する不信感が広がったことなどを挙げ

ております。 

 また、内的要因といたしましては、ＩＯＣから

の情報収集体制について課題を残したことが挙げ

られます。 

 また、2026年大会招致活動の終了の判断につき

ましては、震災復興優先の観点からやむを得な

かったとする意見があった一方、招致を継続すべ

きだったというような双方の意見があったところ

でございます。 

 最後に、関係団体との連携でございます。 

 市議会におきましては、2014年及び2022年に招

致決議をいただき、また、2015年以降、当調査特

別委員会において招致活動に係る報告をさせてい

ただいてきたところでございます。 

 関係自治体においては、資料１でもご説明いた

しました意見交換会への出席をいただいたほか、

各団体から応援決議や招致決議をいただくなど、

連携して取組を進めてきたところでございます。 

 外的要因といたしましては、コロナ禍で各団体

の活動が滞ったことに加えまして、東京大会の事

案による世論を受け、各関係の皆様ご自身も慎重

な姿勢を取らざるを得なくなってしまったことが

挙げられます。 

 内的要因としては、情報共有のタイミングなど

の課題や北海道など関係団体との関わり不足に関

する指摘がありましたほか、そもそも行政主導で

の招致には限界があったのではないかという指摘

もあり、民間主体で招致活動を進める枠組みづく

りが必要だったというふうに考えております。 

 なお、ヒアリングでいただきました主な意見に

つきましては、資料の後ろから下のほうに参考資

料１としておつけしておりますので、ご参照いた

だければと思います。 

 このような招致への理解が広まらなかった要因

をまとめると、まず、外的要因といたしまして

は、過去大会における予算の増大、新型コロナウ

イルス感染症の拡大による機運醸成活動の制限、

東京2020大会の事案の影響によるオリンピックに

対する不信感、内的要因といたしましては、若い

世代の巻き込みや発信不足、大会開催の意義や効

果、大会経費の仕組みが分かりにくかったこと、

そして、関係団体との連携に課題があり、市主導

の取組では限界があったことが挙げられます。 

 こうした分析を踏まえつつ、10年にわたるオリ

ンピック・パラリンピック招致活動を振り返りま

すと、オリンピックへの不信感を払拭できるよう

な、そして、誰もが大会の開催意義をイメージで

きるような端的で明確なメッセージが必要であっ

たことに加えまして、行政主導での招致活動では

なく、市民、企業等の民間が主導となり関係団体

を巻き込んだオールジャパン体制の構築が必要で

あったということを今回の総括としてまとめさせ

ていただきました。 

 次に、その下、組織体制と招致経費についてで

ございます。 

 各年度における招致に関わる人員の推移は下段

左側の表のとおりでございます。 

 また、各年度における招致経費は下段右側の表

のとおりであり、今年度、2023年度につきまして
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は、決算見込みの数値となりますけれども、10年

間の招致経費合計は12億円余、招致に関わる人員

数に１人当たり職員費を乗じた人件費合計は14億

円余、合わせて約27億円となっております。 

 続いて、資料３、招致活動を踏まえた今後の取

組についてをご覧ください。 

 まず、１の大会招致活動がもたらしたものにつ

いてでございます。 

 第１に、国際スポーツ大会の開催です。 

 招致活動期間に冬季アジア大会やラグビーワー

ルドカップ、東京2020大会のマラソン・競歩・

サッカー競技などの大規模国際大会が札幌で開催

され、大会運営能力が大きく向上いたしましたほ

か、パラノルディックスキーのワールドカップな

ど、パラスポーツ大会の開催も実現をいたしまし

た。 

 第２に、市民・企業等との連携です。 

 将来の札幌について、若者や子どもたちを含む

市民の皆様に意見を述べてもらう取組が実施でき

たほか、企業等と連携をした取組やオリパラ教育

を通じまして、スポーツの価値やスポーツの持つ

力への理解が深まり、誰もが互いにその個性や能

力を認め合い多様性が強みとなる社会の実現に向

けたユニバーサルの考え方の浸透につながりまし

た。 

 第３に、まちづくりの加速です。 

 2030年が全体の共通目標となり、選手の育成強

化が図られるとともに、パラスポーツを含め、広

く市民の皆様がスポーツに関心を持ち取り組む契

機となりました。 

 また、民間投資が誘発され、都心を中心とした

まちづくりが加速をするとともに、都心ですとか

競技会場周辺エリアを中心にまちのバリアフリー

化が進んだほか、ＳＤＧｓ未来都市として選定さ

れました。 

 なお、資料の最後に冬季オリンピック・パラリ

ンピック招致活動期間中のまちづくりの進捗状況

として、札幌市まちづくり戦略ビジョン・アク

ションプラン2019における事業目標の状況の抜粋

を参考資料２でつけておりますので、ご参照いた

だければと存じます。 

 資料３に戻りますが、こうした大会招致活動に

よってもたらされた効果を生かしまして、札幌市

といたしましては、第２次まちづくり戦略ビジョ

ンに定めた目指すべき都市像の実現に向けまし

て、ユニバーサルなど重要な概念を踏まえてたゆ

むことなくまちづくりを進めていくこととしてお

りますが、資料３の下のほうに、同じく基本目標

の13に掲げております世界屈指のウインタース

ポーツシティーの実現に向けた取組を記載してお

ります。 

 （１）の裾野拡大に向けましては、子どもたち

へのウインタースポーツのきっかけづくりの充実

を図るとともに、障がいのある方々の体験機会の

創出や指導者の要請などにも力を入れてまいりま

す。 

 （２）のアスリートの発掘・育成に向けまして

は、様々な種目の体験会などを開催し、優れた素

質を有する子どもたちを発掘することやオリンピ

アンの指導等による継続的な選手育成にも取り組

んでまいります。 

 （３）のウインタースポーツによるまちの活性

化に向けましては、今月もＦＩＳパラアルペンス

キーワールドカップが開催されましたけれども、

このような国際スポーツ大会の誘致を引き続き進

めますとともに、札幌をベースタウンとした広域

的なスノーリゾートの推進のほか、子どもたちへ

のオリンピック・パラリンピック教育についても

引き続き取り組んでまいります。 

 これらの取組をハード面で支えるため、（４）

のウインタースポーツ環境の整備といたしまし

て、市所有のスポーツ施設の更新、機能向上を計

画的に進めるほか、民間施設の支援などにも取り

組んでまいります。 

 こうした取組を通じまして、ユニバーサルをは

じめ、ウェルネス、スマートという本市のまちづ
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くりの重要概念を踏まえた世界屈指のウインター

スポーツシティーの実現を目指してまいります。 

●林 清治委員長  それでは、質疑を行いま

す。 

●和田勝也委員  私からは、招致活動の停止に

伴うまちづくりの影響とウインタースポーツシ

ティーの実現に向けての２点について質問をさせ

ていただきます。 

 先ほどのご説明では、社会背景等による影響と

取組に当たって不足していた点、いわゆる外的要

因、内的要因の双方の観点で検証を進め、総括し

たとのことでございました。 

 招致活動が停止となった要因は様々ございます

けれども、ヒアリングを行った外部有識者の意見

では、東京2020大会の汚職・談合疑惑などの外的

要因によってオリンピックの悪いイメージが強

まってしまったという指摘が多くございました。 

 東京2020大会については、コロナ禍という厳し

い状況の中、延期、無観客という決断を経て開催

されましたが、最後まで無事に大会をやり遂げた

運営能力は、海外からも高く評価を受けるととも

に、アスリートの活躍が国民を勇気づけるなど、

オリパラ本来の魅力を感じられるすばらしい側面

も多くあったと思います。 

 本来であれば、東京2020大会での成功を追い風

に招致機運を盛り上げていくことが期待されまし

たが、東京2020大会で生じた汚職・談合疑惑によ

る疑念、懸念を払拭できず、結果として、大会の

意義や価値などが浸透せず市民理解が広がらな

かったことは非常に悔やまれるところでございま

す。 

 そして、札幌がなぜもう一度オリンピックを目

指すのかという意義、大会の開催によって札幌の

未来をどのように形づくっていくかという意義が

伝えられなかったと同時に、市民がわくわくする

ような未来を感じることのできる、そんなビジョ

ン、内容、発信になっていなかったのではないか

と感じております。 

 オリンピック・パラリンピックをもう一度札幌

で開催しましょう、開催したいのだという市長自

らの開催への強い思いを最後まで発信し切れな

かったことも、市民、関係者が一丸となって招致

を行っていく上で非常に物足りなさを感じるとこ

ろでございます。 

 招致実現には至りませんでしたが、先ほどのご

説明にもあったとおり、招致活動を進める中で

様々な大規模国際競技大会が開催されたほか、国

内外から民間投資が呼び込まれ、札幌駅前再開発

をはじめ、ホテルや企業の立地が促進し都心のリ

ニューアルが活性化するなど、本市のまちづくり

に一定の効果があったと思います。 

 前回のオリンピック・パラリンピック調査特別

委員会における我が会派からの一連の質疑におい

て、2030大会を断念したことにより、ウインター

スポーツ振興など、本市のまちづくりに少なから

ず影響があるとの認識が示されたところでござい

ます。 

 そこで、質問でございますけれども、今回の総

括・検証を経て、招致活動の停止に伴う本市のま

ちづくりへの影響についてどのように考えている

のか、お伺いいたします。 

●里招致推進部長  招致活動の停止に伴うまち

づくりへの影響についてお答えいたします。 

 まず、2014年の招致表明以降、10年にわたる招

致活動の成果といたしましては、スポーツ界はも

とより、世界中の多くの人々に北海道、札幌の魅

力やポテンシャルを知っていただくことができた

と考えております。 

 あわせて、多くの市民の皆様にスポーツの価値

や力を認識してもらうとともに、オリンピックと

ともに歩んできた札幌の歴史を振り返りながら、

今後のまちづくりについて議論を交わすことで、

市民が札幌の魅力を再発見し、まちへの愛着を育

むことができたことは有益であったと考えており

ます。 

 一方、招致活動の停止に伴いまして、競技施設
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の更新などに当たり期待をしていた国の支援が見

込めなくなることに加えまして、2030年という共

通の目標がなくなったことにより、加速を期待し

ていた、特に官民連携の取組への影響が懸念をさ

れるところでございます。 

 招致活動の停止によりまして、まちづくりの停

滞ということを招かないよう、まちづくり戦略ビ

ジョンに掲げる目標の実現に向けた取組をしっか

りと進めていくとともに、招致活動の成果をしっ

かりと生かして、スポーツによるまちの活性化に

注力してまいります。 

●和田勝也委員  10年に及ぶ招致活動の中で、

様々な国際大会の開催を通じて世界に札幌の魅力

を発信できたことや、市民がスポーツに対し、よ

り身近に感じることができたなど、多くの効果が

得られたとのことでした。 

 オリパラ招致は道半ばとなりましたが、今後、

まちづくりのスピードが決して落ちることのない

よう、全庁一丸となって、思い描いた未来に少し

でも近づけるよう歩みを進めてほしいと思いま

す。 

 1972年の札幌大会を契機に、冬季アジア大会や

ノルディックスキー世界選手権、スキージャンプ

のワールドカップ、また、先日行われましたパラ

スキーワールドカップなど、世界においてもウイ

ンタースポーツシティーとしてのブランドは高い

ものとなったと感じております。 

 まちづくり戦略ビジョンの中で、将来の札幌の

姿として、世界屈指のウインタースポーツシ

ティーというものを掲げられたことは今までの活

動の成果だったと感じております。 

 そこで、質問でございますけれども、オリン

ピック・パラリンピック招致活動を停止した中、

世界屈指のウインタースポーツシティーの実現に

向け、今後どのように取り組まれていくおつもり

なのか、お伺いいたします。 

●里招致推進部長  ウインタースポーツシ

ティーの実現に向けた取組についてお答えいたし

ます。 

 札幌市は、天然雪に恵まれた豊かな自然環境や

充実したウインタースポーツ施設、国内外の方々

を魅了する観光資源と発達した都市基盤など、ウ

インタースポーツシティーとして世界でも有数の

ポテンシャルを有していると認識をしておりま

す。 

 こうした恵まれた環境を生かし、将来を担う子

どもを中心とした市民を対象に、ウインタース

ポーツの裾野拡大や札幌から世界に羽ばたくアス

リートの発掘、育成などに引き続き取り組んでま

いりますほか、大規模国際大会の誘致やスポーツ

ツーリズムの推進、そして、それを支える市内の

競技施設の更新・機能向上など、スポーツをきっ

かけとしたまちのにぎわいづくりに取り組んでま

いります。 

 また、取組に当たりましては、招致活動を通じ

て培われた競技団体とのネットワークをより発展

させますとともに、企業や経済団体などからも引

き続きご協力をいただきながら、市民の皆様と一

体となって、ハード・ソフト両面から取組を推進

し、世界屈指のウインタースポーツシティーの実

現を目指してまいる所存でございます。 

●和田勝也委員  招致活動の成果をしっかりと

生かして、市民に応援され、市民に喜ばれる世界

屈指のウインタースポーツシティーになることを

期待いたします。 

 本日は市長も副市長もおりませんけれども、

2016年のＪＯＣに提出をした開催提案書の市長の

冒頭の挨拶は、「オリンピックは子どもたちに夢

と希望を与え」という言葉から始まっておりま

す。 

 招致活動を通じて、次世代アスリートの育成や

多くの子どもたちがオリパラ教育を受け、平和の

祭典であるオリンピックが、昔、札幌で行われ、

今の札幌があることを学び、オリンピック・パラ

リンピックが来るのを楽しみにしていた子どもた

ちは少なくないと思います。 
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 残念ながら、その思いはかなわないものとなっ

てしまいましたが、この10年の招致活動の経験を

活かして、将来を担う子どもたちが夢に向かって

努力できる、活躍できる札幌のまちを築いていく

ことが我々大人の責務ではないでしょうか。 

 先人たちが築き上げた札幌のまちをさらに発展

させ、将来、大人になった現在の子どもたちに今

の思いとともに引き継いでいかなければなりませ

ん。 

 そして、世界屈指のウインタースポーツシ

ティー札幌が実現した暁には、真に子どもたちが

夢や希望の持てる札幌オリンピック・パラリン

ピックのチャンスがまたやってくると信じており

ます。 

 またいつの日か、この場所でオリパラの議論が

できる日が来るよう、共に頑張ってまいりましょ

う。 

●あおいひろみ委員  私からは、10年間の招致

活動の総括・検証と今後の国際大会誘致につい

て、３点質問いたします。 

 まずは、市民、企業、アスリート等の関係団体

との連携の総括・検証についてです。 

 オリンピック・パラリンピックの招致は、本

来、夢や希望にあふれたものであり、ぜひ我がま

ちに来てほしいと市民や企業、アスリート、行政

が一体となって取り組むものであることを、我が

会派では従前から一貫して主張してきました。 

 しかしながら、2018年９月の北海道胆振東部地

震発生による招致年次の変更に始まり、東京2020

大会を巡る諸問題、新型コロナウイルス感染症の

拡大など、様々な要因が大きなハードルとなり、

札幌市の招致の活動のよしあしとは別に、市民を

含む関係者が連携した招致活動の足を大きく引っ

張ったと感じております。 

 こうした状況であったからこそ、子どもたちに

夢を与えるような大会を、そして、クリーンで新

しい大会をこの札幌で実現する目標に向かい、関

係者が結束を固め、一丸となるのが理想でありま

したが、コロナ禍や東京大会の問題で関係者が声

を上げづらい状況もあり、結果として、札幌市の

みが前面に立って大会招致の説明責任を負わざる

を得なくなった形となり、市長も難しい立場の中

での招致活動になったとも思えます。 

 今回の総括・検証に当たり、有識者から寄せら

れた意見の中でも、行政主導の招致には限界があ

り、市民理解促進の取組が十分でなかった等の指

摘もありました。 

 やはり、この点において大きな課題を残したも

のと考えております。 

 そこで、質問ですが、市民、企業、アスリート

等の関係団体と連携し、一丸となった招致活動と

いう観点から、札幌市として改めてどのように総

括・検証しているのか、伺います。 

●奥村渉外担当部長  市民、企業、アスリート

等の関係団体との連携の総括・検証につきまして

お答えをさせていただきます。 

 大会招致の実現に当たりましては、多くの市民

に大会が歓迎され、大会の招致活動に参加してい

ただくことが重要であり、様々な関係者と連携

し、市民を巻き込んだ取組を目指してまいりまし

た。 

 このような考え方の下、北海道・札幌2030オリ

ンピック・パラリンピックプロモーション委員会

等を通じて、関係者と開催意義を議論し、また、

札幌招致期成会等を通じて、企業やアスリート等

と連携しながら機運醸成や理解促進に取り組んで

きたところです。 

 しかしながら、東京2020大会に係る様々な問題

やコロナ禍での行動制限などの影響で、関係者が

積極的に招致活動に取り組むのが難しい状況とな

り、市が主体となった情報発信や理解促進活動に

終始せざるを得なくなり、有識者からは、このこ

とが市民の共感を得るに至らなかった要因の一つ

との指摘をいただいたところでございます。 

 こうした点も踏まえ、今回の総括・検証では、

行政主導の招致活動ではなく、市民、企業、アス
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リート等のいわゆる民間主導により、関係団体を

巻き込んだオールジャパン体制を構築していく必

要があったとの結論とさせていただいたところで

ございます。 

●あおいひろみ委員  厳しい状況下での活動で

あるからこそ、行政主導ではなく、民間の理解、

そこからの市民理解が必要であったと思います。 

 次に、関係団体と一体となった国際大会の誘致

について伺います。 

 今回の大会概要案では、開催地は札幌市のみな

らず、スキーはニセコ、スケートは帯広というよ

うに様々な地域に分散されており、全国的な機運

醸成を図るために設置されたプロモーション委員

会において、北海道、日本という広い単位で開催

意義を考えてきたものと承知していますが、残念

ながら、市民の皆様にはそれがうまく伝わってい

なかったと考えます。 

 オリンピック・パラリンピックが開催されるこ

とを見込んでいた開催地の住民や首長の考え、競

技団体の気持ちも踏まえ、企業も一体となり練り

上げた開催意義やオリンピック・パラリンピック

の普遍的な価値がもっと市民の間に広まっていた

ら、反対の声もこれほどまで大きいものとはなっ

ていなかったかもしれません。 

 まちの発展には、市民、道民が一人一人、大き

な夢を共有し、協力していくことが必要です。北

海道、札幌は、身近な場所にジャンプ競技場があ

り、スキー場があり、何よりも豊富な天然雪、パ

ウダースノーに恵まれた地であるということを、

また、招致活動を進める中で、将来にわたり国際

大会開催が可能なウインタースポーツシティーと

して認められてきたことなどを生かし、関係団体

と一体となって、夢のある国際大会の誘致をこれ

からも進めていただきたいと考えます。 

 そこで、質問ですが、10年間の招致活動の総

括・検証を生かし、今後、国際大会の誘致をどの

ように進めていくのか、伺います。 

●里招致推進部長  今後の国際大会の誘致につ

いてお答えいたします。 

 大会の招致活動を進める中で、冬季アジア大会

などの大規模な国際大会が札幌で開催され、自然

と都市環境が調和するまちを世界に発信すること

ができたほか、大会運営能力についても磨き上げ

ることができたと認識しておりまして、国際オリ

ンピック委員会のＩＯＣですとかＪＯＣはもとよ

り、国際競技団体であるＩＦですとかＮＦとの太

いパイプができたことも、今後の国際大会誘致に

向けて大きなアドバンテージになるものと考えて

おります。 

 また、招致活動を進める中で、国際大会誘致に

向けて官民連携のハブとなる組織のさっぽろグ

ローバルスポーツコミッションを2016年に立ち上

げ、これまでも取組を進めてきたところでありま

して、パラノルディックスキーやパラアルペンス

キー、車いすカーリングなど、多様な大会の誘致

に当たっては、市とコミッションが密に連携をし

て取り組んできたところでございます。 

 今後、国際大会誘致に向けては、こうして世界

に広まった札幌のポテンシャルを生かしまして、

まずは、市民、道民に期待される大会であるとい

うことを前提に、その効果が道内全体に広がるよ

う、広域的な観点の下で、競技団体やコミッショ

ンと一体となって、市民、企業との連携による誘

致を進めてまいる考えでございます。 

●あおいひろみ委員  招致における関係団体の

連携に関する総括や今後に向けた国際大会誘致に

関して、今まで２問質問させていただきました

が、民間主導の関係者一丸となったオールジャパ

ン体制が必要であったこと、また、これまでの招

致活動を生かして国際大会誘致に尽力していくと

のことでありました。雪のまち札幌の魅力を、こ

れからも世界に広めていただきたいと思います。 

 最後に、市民意識の変化を踏まえた招致活動に

ついて質問いたします。 

 この10年間の招致活動を検証する観点から、改

めて招致活動の総括について伺います。 
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 これまでも述べてきましたが、我が会派は一貫

して、市民の理解と支持なくして招致の実現はな

いとの立場を取ってきており、オリンピックを取

り巻く社会状況の大きな変化が見られた中で、札

幌市の招致活動がどこまで市民の意識に向き合っ

てきたかを総括することが、市民への説明責任を

果たすとともに、これから改めてウインタース

ポーツシティーの実現に向けた取組を進めるため

にも必要なステップであると認識しております。 

 社会状況の変化と市民意識への影響で考える

と、理事者からも説明がありましたが、東京大会

の開催前及び開催後における様々な問題がオリン

ピックへの市民の意識に大きな影響を及ぼしたこ

とは明白であるところです。 

 また、コロナ禍で市民生活に様々な制約が生じ

たことも市民意識の変化に大きな影響をもたらし

ており、さらに、東京大会の延期問題の中でＩＯ

Ｃに対するネガティブな意識が生じたことも指摘

せざるを得ないと感じています。 

 こうした状況の中で、重要な検証の視点として

は、状況変化を踏まえながら市民の意識に向き

合った活動をどこまで行ってきたかということで

あり、オリンピックの不信感を増す様々な外的要

因があったからこそ、市民の理解を深める工夫が

求められることはもちろん、市民の意向を確認す

る重要性も一層増していったものと認識していま

す。 

 また、こうした背景があったからこそ、札幌市

が改めて実施を検討していた民意の確認、特に、

その手法の選択肢の一つとされていた住民投票の

実施を求める様々な声が出てきたわけであり、招

致停止に至る前に民意の確認の実施に至らなかっ

たことも含め、結果として、市民意識に向き合う

取組が十分であったとは言い切れないと指摘せざ

るを得ないと強く感じております。 

 そこで、質問ですが、10年間にわたる招致活動

の中で、社会状況の変化に応じて大きく変化する

市民意識にしっかりと向き合った活動をされてき

たのか、今回の総括・検証を踏まえたお考えを伺

います。 

●梅田スポーツ局長  市民の意識の変化を踏ま

えた招致活動についての総括・検証についてとい

うご質問でございます。 

 大会招致の実現に当たりましては、市民の理解

と支持が極めて重要という考え方を常に基本とし

ながら、私どもといたしましては、情報提供や丁

寧な説明に取り組みますとともに、市民の意向を

的確に把握するために、2014年10月及び2022年の

３月に市民意向調査を行い、その後、東京大会の

一連の事案を踏まえて、改めて民意の確認を行う

という考えをお示しさせていただきました。 

 今回の総括・検証におきましては、専門家等の

意見も伺いながら、東京2020大会の諸問題や新型

コロナウイルス感染症拡大の社会状況の変化とい

う外的な要因と、札幌市の取組の評価としての内

的な要因の二つに分けて分析、整理を行ったとこ

ろでございます。 

 こうした要因を分析、整理したところ、内的な

要因としては、札幌市の取組の中で不十分だった

点、工夫できた点が改めて浮き彫りとなり、私ど

もといたしましては、市民意識に向き合う取組に

努めたところでございますけれども、大会の意義

等に関する市民の理解を十分に広げていくことが

できなかったと改めて認識をしてございます。 

 今後、これまでの招致活動で得られた経験を生

かし、競技団体をはじめ、招致活動に共に取り組

んできた関係団体のご協力もいただきながら、ウ

インタースポーツ文化の一層の醸成に取り組み、

世界に誇れるウインタースポーツシティー札幌を

市民の皆さんに実感していただくことで、将来の

大規模国際大会の誘致につなげてまいりたいと考

えてございます。 

●あおいひろみ委員  今回は、2030年、2034年

の開催地が別の地域に決定したことで、結果、招

致活動を停止するに至りました。 

 実際に、この件に関する市民の声、考えを確認
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せずに全ての活動を終了することになりました。 

 「喉元過ぎれば熱さを忘れる」ではありません

が、市民に理解を得られなかったことは、教訓と

して、スポーツ局だけではなく、全ての事業で市

民の声をしっかり市政に反映する手法の議論を深

めていってほしいと思います。 

 今後の札幌市の事業が信頼されて進められるよ

う努めることを求めて、私の質問を終わります。 

●森山由美子委員  私からは、オリンピック・

パラリンピック招致活動による共生社会の進展に

ついて質問をいたします。 

 我が会派では、オリンピック・パラリンピック

大会の招致を契機とした共生社会の実現を、この

10年、一貫して要望してまいりました。 

 そうした共生社会のさらなる進展を考える契機

となった一つに、東京2020パラリンピック大会を

挙げることができると思います。 

 大会では、様々な障がいのあるアスリートたち

が創意工夫を凝らして限界に挑む姿が人々に感動

と気づきを与え、共生への社会変化を大きく促す

契機となったと考えます。 

 具体的には、東京都北区のナショナルトレーニ

ングセンター・イーストの新設など、ユニバーサ

ルデザインを取り入れた設備が充実し、パラス

ポーツの環境が向上したことや、パラリンピアン

に対する社会的な理解や関心が高まり、企業テレ

ビコマーシャルや講演会への出演など、社会に対

して発信できる土壌が築かれたと考えます。 

 また、大会を通じて、ユニバーサルデザインタ

クシーの普及やホテルなどの宿泊施設のバリアフ

リー化など、官民問わず、ハード面のバリアフ

リー化が進んだことはもとより、学校教育や企業

研修の取組による心のバリアフリーへの理解促

進、ＩＣＴを活用したバリアフリー情報の発信な

ど、ソフト面でも取組が推進されました。 

 こうした効果を私たち札幌もぜひ生かすべき

と、会派としても英国のホストタウンの川崎市に

赴き、2016年から川崎パラムーブメントを掲げ、

ユニバーサルなまちを目指し推進してきたことに

ついて学び、このようなバリアフリーの推進やパ

ラリンピックムーブメントなどの共生社会の推進

は、大会開催時だけではなく招致活動を通じて進

められたこと、また、しっかりとレガシーとして

残っていくことを確認いたしました。 

 札幌市の招致活動においても、我が会派が一貫

して共生社会の推進について訴え、都度、議論し

ながら進めてきたものと認識しております。 

 これまでの招致活動を振り返ると、第２次札幌

市まちづくり戦略ビジョンのビジョン編におい

て、ユニバーサル（共生）がまちづくりの重要概

念の一つに位置づけられ、同ビジョン戦略編にお

いても、分野横断的に取り組む施策としてユニ

バーサル（共生）プロジェクトが設定されまし

た。 

 さらには、今年度から、ユニバーサル関係施策

の総合調整を担うユニバーサル推進室が設置さ

れ、ユニバーサル推進本部を立ち上げ、庁内一丸

となって共生社会の実現に向けた取組を進めてい

く体制が構築されました。 

 このように、これまでの招致活動を通じて、我

が会派が従前から一貫して主張している共生社会

の実現については進展があったと感じているとこ

ろです。 

 そこで、質問ですが、招致活動を通じた共生社

会の進展についてどのように考えているのか、伺

います。 

●里招致推進部長  招致活動を通じた共生社会

の進展についてお答えいたします。 

 大会の招致活動を進める中で、３度にわたるパ

ラスキーワールドカップの開催が実現し、開催機

会の提供はもとよりでございますけれども、大会

に参加をしたパラアスリートによる学校訪問のほ

か、今月、豊平川の河川敷で開催いたしました

さっぽろスノースポーツフェスタなど、パラス

ポーツの交流会や体験会を通じまして、共生社会

の普及啓発に寄与したものと認識しております。 
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 また、シットスキーやバイスキーの用具の貸出

しや指導者養成講習を行い、障がいのある方にも

ウインタースポーツを楽しめる環境づくりを推進

してまいりました。 

 さらには、オリンピック・パラリンピック教育

として、一人一人の違いを理解して工夫すること

が大切である、公平という理念ですとか、勇気、

強い意志といったパラリンピックの理念や価値と

いったものも伝えてきたところでありまして、次

世代を担う子どもたちに国際、異文化などの多様

性への理解を広げることができたものと考えてお

ります。 

 そのほか、招致活動がきっかけとなり、官民を

通じたまちのバリアフリー化が促進されたととも

に、心のバリアフリーに向けた取組が活発に行わ

れるなど、札幌市が目指す都市像の重要な概念で

あるユニバーサル（共生）という点について、

ハード・ソフトの両面で大きく進展させることが

できたというふうに考えております。 

●森山由美子委員  大会を契機とした共生社会

の推進を期待していたため、我がまち札幌でオリ

ンピック・パラリンピックが開催され、アスリー

トの活躍を身近で観戦できる機会がなくなったと

いうことは非常に残念でありますが、これまでの

取組は決して無駄ではなく、オリンピック・パラ

リンピックの招致活動を停止したとしても、引き

続き共生社会の推進に向けて取組を進めていく必

要があることを改めて強調しておきます。 

 その上で、パラスポーツの国際大会の誘致、開

催などをはじめ、様々な取組を通じて、障がいの

ある方への理解が進み、共生社会が今後も一層進

展していくことを期待しております。 

 さて、共生社会の推進にも大きく関わってきま

すが、我が会派は、招致活動の機会を通じて、ス

ポーツを通じた子どもたちへの教育活動の重要性

を一貫して訴えてきており、特に、先ほどの答弁

にもあったオリパラ教育は、多くのアスリートと

連携しながら、オリンピック・パラリンピックの

理念を生かした教育活動を学校現場で広く行って

きたものとして高く評価をしているところです。 

 このような取組は、これからの将来を担う子ど

もたちに、スポーツを通じて夢や感動を共有し、

多様性を理解し、互いに違いを認め尊重し合うこ

との重要性に気づく機会となり、共生社会の実現

に向けても極めて重要であると考えます。 

 そのため、オリンピック・パラリンピックの招

致が停止となったことにかかわらず、オリパラ教

育は、引き続きしっかりと推進していくことが必

要であると考えます。 

 そこで、質問ですが、オリパラ教育のこれまで

の実績や成果を踏まえ、今後の取組の方向性につ

いて現段階でどのように考えているのか、伺いま

す。 

●奥村渉外担当部長  オリパラ教育のこれまで

の実績や成果を踏まえた今後の取組の方向性につ

いてお答えいたします。 

 札幌市が大会招致を進めていた2016年度に開始

いたしましたオリンピック・パラリンピック教育

は、東京2020大会に向けた国のオリパラ・ムーブ

メント全国展開事業とも連動しながら、昨年度

は、約90校、9,000人の子どもたちに対し、そし

て、開始から８年間で延べ６万人以上の子どもた

ちに対し、アスリートが講師を担い、札幌オリン

ピックミュージアムとも連携しながら実施をして

きたところでございます。 

 その内容といたしましては、1972年大会を開催

したふるさと札幌への思いを心に持てるよう、そ

して、アスリートとの交流により、子どもたちが

将来への夢や希望を持ち、社会貢献や国際交流へ

の興味を喚起することで、今後の人間形成につな

がることを目的としたものでございます。 

 一方、オリパラ教育を開始してから８年が経過

し、学校現場からは、近年の共生社会への意識の

高まりを背景に、パラリンピックを題材とした教

育内容の要望などが増えてきていることから、学

校現場のニーズを踏まえた内容の充実を着実に
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行っていく必要があるものと認識しております。 

 そのような観点から、今後はオリパラ教育の一

層の拡大に向けて、北海道オール・オリンピアン

ズとも連携し、パラリンピアンをはじめ、多くの

アスリートに協力をお願いさせていただくほか、

ミュージアムから遠距離の学校に対しましては、

アスリートの学校派遣の充実、あるいは、オンラ

インの活用などについてもさらに検討を進めてま

いりたいと考えております。 

●森山由美子委員  オリパラ教育は、スポーツ

の価値の理解を深めるのみならず、国際、異文

化、多様性への理解、もっと言えば、一人一人の

違いを理解していく公平な価値観を養う、いわゆ

るユニバーサルな人材を育成していくことにつな

がるものと考えます。 

 多様性を認める社会が叫ばれている今、誰一人

取り残さないという観点からも、ＳＤＧｓ未来都

市としての札幌の人材育成の姿勢として、オリパ

ラ教育を今後も力強く進めていくことを強く求め

まして、私の質問を終わります。 

●佐藤 綾委員  私からは、総括・検証につい

て何点か質問いたします。 

 昨年10月、オリパラ招致停止と発表した直後の

10月18日の決算特別委員会で検証について求める

意見が出され、また、その後、10月30日の当調査

特別委員会で、検証についてどのような手法を考

えているのかとの質問に対し、どのように民意を

把握してきたかということも当然検証の対象であ

り、検証・総括の内容について公文書に残して市

民の皆さんに見ていただけるような状況にすべき

と考えているとのご答弁でした。 

 検証の体制について、市議会や地元関係者の皆

さんと相談しながら検討してまいりたいと述べら

れております。 

 本日の資料では、資料１の経緯と、資料２－１

から３は招致活動の総括と検証、資料３は招致活

動を踏まえた今後の取組、そして、参考資料とし

て有識者へのヒアリングについて記載されており

ます。 

 そして、招致活動の各取組について、なぜ大会

招致への理解が広がらなかったのかを中心に、外

部有識者、関係団体からヒアリングを行い、外的

要因、内的要因の両観点から分析等をされており

まして、先ほど、里部長から報告をいただきまし

た。 

 この中で、資料２－３にある外的要因、内的要

因を先ほど読み上げていただきましたけれども、

この横のほうに黄色の枠で、「オリンピックへの

不信感を払拭し、世代を問わず誰もが大会開催の

意義や効果をイメージできるような明確なメッ

セージが必要であった」「行政主導での招致活動

ではなく、市民、企業等の民間が主導となり関係

団体を巻き込んだオールジャパン体制を構築して

いくことが必要であった」、これが今回の全ての

総括の検証のまとめというふうに捉えられますけ

れども、あまりに簡単で、何といいますか、市民

の目から見て、これで総括・検証というふうに納

得がいくのかと疑問を感じたところです。 

 これはスポーツ局内部で検証されたと思われま

すけれども、この方法について、どこでどう検討

されたのか、我が党は、第三者が入っての検証な

ど、方法について質問してきたところですが、こ

のような手法とした経緯について伺います。 

 また、今回は資料という形ですけれども、今後

どのようにまとめられる予定なのか、伺います。 

●里招致推進部長  今回の検証・総括の方法を

どう検討したのかということと、今回の検証結果

を今後どのようにまとめていくかというご質問に

お答えします。 

 まず、総括・検証の方法につきましては、ご紹

介のありました前回の調査特別委員会における議

論ですとか、その後の４定代表質問における議論

なども踏まえまして検討したものでございます。 

 今回の総括・検証につきましては、市民理解が

なぜ広がらなかったのかという点に加えまして、

招致活動がもたらした効果は何かという点を含
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め、振り返ったものでございまして、招致活動に

関与してきた個人、団体に加え、外部有識者から

も意見を聴取し、札幌市としてまとめ上げたもの

でございます。 

 今後、招致の表明から停止に至るまでの経緯や

取組を詳細に記録いたしました報告書という形

で、今回の検証結果や議会議論も含めて、来年度

に作成してまいりたいというふうに思っておりま

す。 

●佐藤 綾委員  スポーツ局で、市が招致を推

進してきた関係者からの意見、有識者からのヒア

リングを行っておりますけれども、これは、第三

者という立場の方が一緒にどうだったかというこ

とを検証してきたというものではないのではない

かと思いました。 

 また、なぜ理解がされなかったか、市民の側か

らの視点がないのではないかというふうに感じて

おります。 

 そこで、市民の理解が得られなかった点につい

てお聞きいたします。 

 全体として、市民の不信や疑問を払拭できる発

信、大会の意義を伝える発信が十分にできなかっ

たという内容だと思います。 

 市民の不信という点では、資料２－２に、外的

要因として、東京大会の経費の増大や、愛知アジ

ア大会や大阪万博の経費の高騰による増大、ま

た、東京大会のエンブレムや国立競技場問題、汚

職・談合事件発覚によるオリンピックへの不信感

が理解促進に大きな影響を及ぼした旨が書かれて

おります。 

 また、内的要因として、開催意義や想いに関す

る市長のメッセージが弱いという指摘、発信内容

に課題を残した、アスリートなど関係者が一丸と

なって招致を進める姿をつくれなかった、また、

大会運営費に税金は投入しない計画に市民が理

解、納得できる説明や明確な根拠を示すことがで

きなかった旨の記載がありました。先ほど、里部

長からもご説明があったものでございます。 

 しかし、そもそもオリンピックの商業的な姿に

市民は不信を持ってきました。どの大会でも経費

は増大して、ＩＯＣは莫大なテレビ放映権から、

アスリートのパフォーマンスに関係なく、テレビ

放映の時期や時間を優先して競技の時期や時間を

決める、また、スポンサー企業は、大会がもたら

す莫大な利益が目的で、東京大会以外でも多くで

汚職事件などが起こっている、そうした商業主義

に不審を抱いてきました。 

 そうした中で、札幌市では、五輪開催の意義を

まちのリニューアルとし、オリンピックを起爆剤

として都心部再開発を進め、札幌市は、目指すま

ちの姿を一日も早く実現させたいため、大会の招

致を目的達成のための手段と捉えると位置づけて

きました。 

 オリンピックをまちづくりの手段として再開発

を促進し、経済効果を得るためのイベントだと、

そういう発想自体に共感を得られなかったのでは

ないでしょうか。 

 そもそも、大会の意義自体が理解を得られな

かった原因、要因だったと思いますけれども、受

け止めを伺います。 

●里招致推進部長  大会の開催意義そのものが

理解を得られなかったのではないかというご質問

にお答えします。 

 大会開催の意義といたしまして、スポーツ・健

康、経済・まちづくり、社会、環境という四つの

レガシーを掲げまして、観光振興ですとか、バリ

アフリー化の推進などによるまちのリニューアル

などを通じたまちや経済の活性化ということにつ

いても重要な柱として訴えてきましたし、また、

札幌が行う新たな大会の在り方ということも訴え

てきたつもりであります。 

 経済界や市民の皆様から、一定程度、その効果

に対する期待の声もいただいておりました。 

 しかしながら、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大あるいは大雪の影響など、福祉や除雪など

直面する市政課題に注力すべきだという声が増大
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してまいりまして、こうした開催意義のよしあし

の議論に至らなかったこと、市民の皆様に広く浸

透させることができなかったことは、非常に残念

であったというふうに受け止めております。 

●佐藤 綾委員  市民に浸透する前にというお

話でしたけれども、市民との議論が深まる前に招

致ありきで進行したために、五輪招致でどう市民

の生活がよくなるのか、世界にどう貢献できるの

か、そうしたことも示せなかったのではないかと

思っております。 

 大会の意義を説明すれば分かってもらえる、説

明が不足している、もっと機運醸成をすべきだと

いうことが、市長や、また、議会の中でも出され

てきましたけれども、この説明、推進をすればす

るほど、市民からの反対の声、オリンピックより

市民への施策に税金を使うべきだという声が高ま

りました。民意を受けて、北海道知事やアスリー

トの方からも、立ち止まって再考すべきではない

かという声も上がったほどです。 

 また、本市のそうした態度、進め方が、陳情や

請願、住民投票の直接請求運動へつながってきた

と考えます。 

 請願をたった一度、１時間ほどの審議で否決す

ることなどへの市議会への批判、また、住民投票

の直接請求運動は大きく報道もされました。しか

し、そうした市民の動きについて、この総括・検

証の中では触れられておりません。 

 そこで、お聞きいたします。 

 オリパラ招致に反対する陳情、住民投票を求め

る請願などが繰り返し議会に提出されたことや、

住民投票の集会やデモなどの市民運動、また、住

民投票の直接請求が展開された点は記載がありま

せんが、公文書として残すと言うのですから、市

民がどう反応してきたのか、市民の動向の記載と

分析が必要だと指摘をいたします。 

 お考えについて伺います。 

●奥村渉外担当部長  議会に対する陳情ですと

か請願が提出されたこと、あるいは、市民運動、

住民投票の直接請求、そういった展開がされた点

に記載がないけれども、市民がどう反応されてき

たか記載、分析が必要ではないかという質問にお

答えいたします。 

 今回の検証・総括では、招致活動において市民

の支持と理解が重要であるというこれまでの基本

的な考え方の下、繰り返しになりますけれども、

市民理解がなぜ広がらなかったかという視点で活

動を振り返り、招致活動に関与してきた個人、団

体に加え、外部有識者へのヒアリングも踏まえ、

その要因について分析、整理をしたものでござい

ます。 

 その上で、市民の反応に関する分析の観点か

ら、札幌市や報道機関が実施した意向調査の数字

を資料２－１に記載をさせていただいたほか、市

民説明会やオリパラ出前講座、各種ワークショッ

プなどの対話事業を通じて得られた市民の様々な

意見も踏まえ、総括・検証をさせていただいたも

のでございます。 

 なお、先ほどの招致推進部長の答弁のとおり、

詳細な記録につきましては、今回の検証や議会議

論も含め、来年度、報告書という形で編さん作業

を進めていく考えであり、ご指摘いただいた議会

議論、市民対話等に関する様々な事項につきまし

ても、その中で必要な記録を行ってまいりたいと

考えております。 

●佐藤 綾委員  報告書のほうで詳細な記録を

ということでございました。 

 市民の理解が進まなかったという点が大きな問

題でありますから、市民の動きというのは大変重

要なことであると思いますので、しっかりと記載

していただくということを行っていただきたいと

思います。 

 市民自治という点での検証について伺いたいと

思います。 

 資料の２－１を見ますと、2014年からの意識調

査等の支持率は、最初が67％で最高値です。胆振

東部地震と新幹線延伸の時期をもって、招致を
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2026年から2030年に変更しましたが、これについ

ても、市民の意向を聞くことなく決定しています

から、その後も市民が納得していたとは思えない

数値が続いています。賛成、反対がほぼ拮抗して

いるという状況です。 

 そして、市民の気持ちが盛り上がるはずの2022

年の北京冬季五輪大会の後の３月に行った本市の

意向調査も、賛成またはどちらかというと賛成を

合わせて52％と、決して高い数値ではないと改め

て見てとれます。 

 しかも、アンケートの手法そのものが誘導的で

あると専門家にも指摘される意向調査でした。そ

れは、直後の北海道新聞の調査では反対が57％に

なっていることにも表れているのではないかと思

います。 

 しかし、本市の意向調査で賛成またはどちらか

というと賛成が52％だったことをもって、招致に

邁進してきました。市議会でも、この意向調査を

根拠として、招致決議が日本共産党と市民ネット

ワーク北海道の反対の中で決められました。これ

は、意向調査結果を厳しく見て、市民の声に重き

を置くべきでしたが、招致ありきで進めてきたと

いうことではなかったかと思います。 

 そこで、質問いたします。 

 我が党は、検証に当たって、市民自治の観点を

盛り込む形で公正な検証をするようこれまでの質

疑の中で述べておりますけれども、今後の報告書

作成に当たって、そうした観点で第三者の意見を

盛り込むお考えがあるのか、伺います。 

●里招致推進部長  報告書の作成に当たり、第

三者の意見を盛り込む考えはあるかというご質問

にお答えいたします。 

 これまでの招致活動に当たりましては、意向調

査や市民説明会、ワークショップなど、様々な機

会を通じて市民と対話を重ね、その声を随時把握

いたしますとともに、議会とも議論を重ねながら

取組を進めてまいりました。 

 今回の総括・検証に当たりましても、これまで

寄せられたこうした市民の声を踏まえつつ、招致

活動に関与してきた個人、団体に加え、外部有識

者からも意見を聴取してまとめ上げたものでござ

います。 

 その上で、来年度にまとめる報告書につきまし

ては、今回の総括・検証結果にこれまでの招致活

動の客観的な事実関係を記録として盛り込む形で

まとめる考えでございますので、改めてヒアリン

グなどを実施する予定は今のところございませ

ん。 

●佐藤 綾委員  もっと理解を広げる努力をす

べきだったとか発信が足りなかったということな

のですけれども、もっとお金を使って一丸となっ

て取り組めば意識を醸成できたのかということ

は、甚だ疑問であると思っております。 

 客観的な視点というのが必要ではないかと思い

ます。理解促進をするほど、市民との乖離が広

がったという結果になってしまいました。 

 過去の開催都市も、地元住民の支持率が高く、

ＩＯＣも住民の意向、支持率の高さを重視してき

たことは承知してきたはずです。 

 2022年12月、住民投票の請願が審議された当委

員会で趣旨説明をされた神原氏は、住民投票で多

数の賛成が得られるのなら、招致にはしっかりし

た市民的基盤があることを内外に示すことにな

る、そして、招致の場合には、大会を成功に導く

責任を市と市民が共有することになると述べられ

ました。まさに、そうしたことが招致には必要で

あったと思います。 

 しかし、市民の声という点を重視してこなかっ

た招致ではなかったか、実質９年間取り組んでき

た間のそこを直視しなければならないと思ってお

ります。 

 最後にお聞きいたしますが、市民の声を聞い

て、共に考え、議論していくことが大事だった、

そうした市民自治という視点に立つべきだったと

考えますけれども、そこはどう総括されているの

か、また、立候補する都市の多くで、住民投票に
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よって判断していること、本市とマスコミの世論

調査や市民の動向からも、住民投票によって招致

の是非を決定すべきであったという点を検証の内

容に含むべきだと思いますが、どうお考えか、伺

います。 

●奥村渉外担当部長  市民自治の視点に関する

総括はどうなのか、それから、住民投票によって

招致の是非を決定すべきではなかったか、検証内

容に含むべきではなかったかというご質問にお答

えをいたします。 

 札幌市自治基本条例では、情報共有、それか

ら、市民参加をまちづくりの基本原則と掲げてお

り、こうした条例の趣旨を踏まえ、かつ、大会招

致に市民の理解と支持が不可欠という考え方の

下、メディア等を通じた情報発信であったり、オ

リパラ出前講座、各種ワークショップなどの対話

事業に継続して取り組んできたところでございま

す。 

 その上で、東京大会の一連の事案を受け、改め

て招致に対する民意の確認を行うということをお

示しさせていただいて、その実施に先立ち、一連

の市民対話事業に取り組んだところであり、そこ

で得られた市民の意見も踏まえながら、市民の理

解や支持がなぜ広がらなかったのかという点につ

いて、その要因を分析、整理をしたものでござい

ます。 

 なお、住民投票制度の在り方につきましては、

現段階で、引き続き慎重な議論が必要だというふ

うに考えておりまして、今回の総括・検証には含

めておりません。 

●佐藤 綾委員  今回の総括には含めておりま

せんけれども、報告書の段階では、スポーツ局だ

けでなく、住民自治という視点で、しっかり市と

してどうだったのかということを考えていただき

たいと思うんです。 

 そのことを申し上げまして、私の質問を終わり

ます。 

●荒井勇雄委員  今回、招致活動を断念したこ

とにより、個人的にも大変残念な気持ちといいま

すか、葛西選手のビッグジャンプが札幌市民共々

応援できなかったのは、本当に残念だなという気

持ちでございます。 

 その上で、少し前向きな視点から質問をさせて

いただきたいと思います。 

 オリンピック・パラリンピックをはじめとした

今回の大規模な国際大会の招致に当たっては、大

会のいわゆる主催団体であるＩＯＣや国際競技団

体との関係構築が重要であると私は考えておりま

す。 

 札幌市も様々な取組を行ってきたものと認識し

ておりますが、この点に関しまして、スポーツ庁

の室伏長官は、本年１月24日の記者会見におい

て、札幌招致に関するＪＯＣの情報収集体制に関

した発言としまして、東京2020大会の後は、ＩＯ

Ｃや国際競技団体の来日がなくなり、世界のス

ポーツ情勢の情報が途切れたため、今後は、ＩＯ

Ｃや競技団体のトップとも電話一本で話せるよう

な人間関係をつくることが大切であると指摘され

ました。 

 ＩＯＣや競技団体との関係構築が重要であると

改めて認識したところであり、私も同様の思いで

ございます。 

 札幌招致は残念ながら実現に至りませんでした

が、関係構築という観点では、配付資料２－３の

中でも、2026年大会の招致の段階からＩＯＣと

様々な対話を行ってきたこと、また、国際大会に

おいて、秋元市長もハイレベルでの関係構築を進

めてきたことが記載されており、こうした構築し

たネットワークは、今回の招致のみならず、将来

に向けた財産となることと思いますし、また、そ

うしなければならないと考える次第であります。 

 そこで、質問でありますが、今回の招致活動を

通じてＩＯＣや国際関係団体とどう関係を築き、

どのような成果があったのかを改めてお伺いしま

す。 

●奥村渉外担当部長  招致活動を通じて、ＩＯ
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Ｃなどの国際関係団体との関係構築をどう進めて

きたか、その成果はというご質問にお答えいたし

ます。 

 これまでの招致活動におきまして、2026年招致

では対話ステージに、そして、2030年招致では、

継続的な対話に参加し、ＩＯＣと様々な対話を

行ってきたほか、国際大会あるいは国際会議の機

会を通じて、トップレベルから事務レベルに至る

まで様々な関係構築に取り組み、こうした中で札

幌の魅力をアピールしてきたところでございま

す。 

 特に、札幌で開催されました2017年のアジア冬

季競技大会、それから、東京2020大会のマラソン

等の協議の機会はＩＯＣや国際競技団体の関係者

が札幌へ足を運んでいただく機会となり、都市と

自然の調和した札幌、北海道の魅力、そして、何

よりも高い大会運営能力を直接見ていただくこと

で札幌の高いポテンシャルを示せたことが大きな

成果だと認識しているところでございます。 

●荒井勇雄委員  今後の国際大会の誘致に向け

て、国際競技団体との関係構築について次にお伺

いいたします。 

 10年に及ぶ招致活動を通じまして、ＩＯＣや関

係団体との関係構築を進め、また、スポーツの世

界に札幌の大きなプレゼンスを発信できたことは

招致活動の大きな成果であります。 

 これらは、今後の様々な国際スポーツ大会の誘

致や開催に当たりぜひ活用していくべきレガシー

であり、これまでの築いてきた国際競技団体との

ネットワークを維持、拡充していくことは、大会

誘致の面もあることはもとより、世界屈指のウイ

ンタースポーツの都市札幌を世界にアピールする

こともシティブランドの向上の観点から重要と認

識しております。 

 そこで、質問でありますが、将来的なオリン

ピック・パラリンピックの招致も念頭に置きつ

つ、今後、国際大会の誘致など、積極的に取り組

むに当たり、国際競技団体との関係構築をどのよ

うに進めていくのか、現時点でのお考えをお聞か

せください。 

●奥村渉外担当部長  今後の国際競技団体との

関係構築につきましてお答えいたします。 

 国際競技団体の統括的な立場である国際オリン

ピック委員会、ＩＯＣは、気候変動問題の中で、

持続可能な冬季大会の在り方の検討を、現在、進

めておりまして、こうした動向が様々な国際冬季

大会に与える影響を把握するためにも、今回、

我々の招致の停止に当たりまして、ＪＯＣに対

し、引き続きＩＯＣから情報収集を行えるよう、

しっかり関係構築に積極的に務めていただくよう

要望したところでございます。 

 今後、国際大会誘致を進めるに当たりまして

は、さっぽろグローバルスポーツコミッションを

はじめ、ＪＯＣや国内競技団体と連携をしなが

ら、国際競技関係者が集まる機会となります国内

外の様々な国際大会や、オリンピック開催都市連

合、あるいは、スポーツアコードといった国際会

議の場を活用し、国際競技団体との必要な関係構

築に取り組んでまいりたいと考えております。 

●荒井勇雄委員  今後の札幌市の大会招致の観

点から大変期待しております。 

 個人的にも、やはり、オリンピック招致を逃し

て、ここで終わるわけではなく、次に進められる

ようなスポーツ局の姿勢を陰から応援させていた

だきたいと思います。 

●米倉みな子委員  私からは、４点質問させて

いただきます。 

 昨年11月に開催されたＩＯＣ国際オリンピック

委員会理事会においては、冬季オリンピック・パ

ラリンピックの開催地を、2030年はフランスのア

ルプス地域、2034年はソルトレイクシティーに一

本化することを決定、2038年はスイスと優先的に

交渉を行うとしたことから、札幌は招致活動から

の撤退に追い込まれました。 

 札幌市が招致活動を進めるためによりどころと

してきたものが、2022年３月に行った冬季オリン
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ピック・パラリンピック招致に係る意向調査だと

思います。 

 結果は、オリパラ開催の賛成が52.2％と過半数

を僅かに上回り、開催反対は38.2％で、約４割も

の市民が反対していたことを重く受け止めるべき

ではなかったでしょうか。 

 この調査の後に発覚したのが、2020年東京大会

の汚職・談合事件です。日本でも、オリパラ招致

活動の場が不正の温床となっていたことに、多く

の国民、札幌市民もショックを受けました。事件

の全容解明がなされていないにもかかわらず、札

幌市の五輪招致への姿勢が変わらないことに憤り

を覚えた市民は多かったと思います。 

 そこで、質問ですが、東京大会の汚職事件の発

覚後に民意を問う調査を改めて行うべきだったと

考えますがいかがか、また、2022年の意向調査で

は招致賛成に誘導するような設問に批判の声が出

ていましたが、それについてはどのような認識を

お持ちか、併せて伺います。 

●奥村渉外担当部長  東京大会の諸問題の発覚

後に改めて調査をすべきではなかったか、それか

ら、2022年３月に実施した意向調査の設問内容が

誘導的ではなかったのかといったご質問にお答え

いたします。 

 まず、東京大会諸問題発覚後の意向調査の関係

でございますが、一連の事案を受けまして、2022

年12月に札幌市は積極的な機運醸成活動を休止

し、まずは大会運営の見直し案を作成するなど、

市民の不信感の払拭、信頼回復に注力をし、その

上で改めて民意の確認を行う考えを示して招致活

動を進めてきたところでございます。 

 このような考え方の下、民意の確認に先立ち、

大会運営見直し案、あるいは、大会経費等の市民

の懸案事項について丁寧に説明し、理解を得るた

め、昨年の夏に一連の市民対話事業を実施したと

ころでございます。 

 一方で、民意の確認につきましては、こうした

取組と並行して実施手法等の検討は進めてきまし

たが、招致プロセスにおける時間的な制約もあ

り、結果として民意の確認を行うには至らなかっ

たものでございます。 

 それから、2022年３月の意向調査の設問でござ

います。 

 2022年３月の意向調査の実施に当たりまして

は、2030年大会の計画内容を知っていただいた上

で、賛否について市民の皆様に回答していただく

ことが重要と考え、例えば大会概要案を同封する

など、必要な情報提供をさせていただきつつ、意

向調査の内容として、大会概要案に関する設問も

併せて設定したものでございます。 

 このように、これらの設問は、あくまでも大会

の計画内容を知っていただくために設定をしたも

のでございまして、一定の結論に誘導することを

目的としたものではございません。 

●米倉みな子委員  これまで市民ネットは、オ

リパラは誰もが認める国際的なビッグイベントで

あり、多額の税金を投入し、市民生活にも大きな

影響を及ぼすことから、それを招致することは市

政に関する重要な事項であると再三述べてきまし

た。 

 札幌市の憲法とも言われる自治基本条例の第22

条には、市は、市政に関する重要な事項につい

て、住民の意思を確認するため、別に条例で定め

るところにより、住民投票を実施することができ

ると規定されています。 

 この条例は、市政が市民の信託に基づくと同時

に、市民がまちづくりの主体であり、市民、議

員、市長、職員が連携して、市民自治によるまち

づくりに取り組むことにおいて不断の努力を重ね

ることを規定しています。 

 しかし、この間、2022年11月に大学教授や弁護

士などの市民による冬季五輪招致に関する札幌市

民の意思を確認するための住民投票の実施を求め

る請願が提出されましたが、否決、また、2023年

３月に審査された、2030年札幌冬季五輪招致に関

する賛否を確認するため、10歳以上を投票資格者
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とした住民投票の実施を求める陳情は、継続審査

後に廃案となりました。 

 オリパラ招致については、まちづくりの最高規

範である条例にのっとり、住民投票を行うことが

できるように取り組むことは当然のことであると

私は考えます。 

 そこで、質問ですが、招致活動の総括・検証の

資料では、招致活動がもたらしたものとして効果

の側面が記載されています。しかし、市民が求め

る住民投票を行わずにオリパラ招致活動を継続し

たことは、市民が市政の主体となっていないこと

が明らかになったと言えます。このことは、札幌

市が今後、市政を進める上で大きな損失だと捉え

ていますが、それについてはどのようにお考え

か、伺います。 

●奥村渉外担当部長  住民投票を行わずに招致

活動を継続したというところは大きな損失だと捉

えるべきではないかとのご質問にお答えいたしま

す。 

 2022年12月に改めて民意の確認を行うと表明さ

せていただいたところでございますけれども、市

民の理解と支持を得ながら招致活動を進めるため

には、まずは、大会運営見直し案あるいは大会経

費等について丁寧な説明を行い、市民の意見を伺

いながら理解を広げることに注力し、その上で民

意の確認を行うという、このようなプロセスが重

要だと判断をしたところでございます。 

 こうした考え方を踏まえ、様々な取組を行った

ところでございますけれども、市民の理解が広が

らなかったという点において、このことが招致停

止につながったというところが大きな原因である

という認識の下、市民理解が広がらなかった要因

について、今回、分析、整理し、総括をさせてい

ただいたものでございます。 

●米倉みな子委員  仮に、住民投票を行い、そ

の結果、多くの市民の賛同を得られれば、それは

オリパラ招致を支える確かな市民的な基盤が札幌

市にあることを内外に表明できたはずです。 

 また、住民投票の結果がどうなっていたとして

も、市民が市政の主体であること、札幌市に市民

の声を聞く姿勢があることを示すことができたは

ずです。 

 請願は否決、陳情は廃案となりましたが、住民

投票の実施を求める市民の意思を市は酌むべきで

あったと考えることから、やはり住民投票は行う

べきであった、札幌市は絶好の機会を逸してし

まったと言わざるを得ないと私は感じています。 

 招致活動の総括と検証に当たり、有識者、関係

団体へのヒアリングを行ったとの説明がありまし

た。対象者、対象団体として選ばれているのは、

アスリートや競技関係者、有識者、競技団体、ス

ポーツ関係団体、経済団体の方々です。ほとんど

の方がオリパラ招致を推進してきた方であり、非

常に偏った人選という印象があります。市政の重

要事項であるオリパラ招致活動の検証は、市政の

主体である市民の幅広い意見が必要ではないで

しょうか。 

 そこで、招致活動の総括・検証については、ま

ちづくりの主役である市民の参加なくして全体の

総括にはならないと考えることから、市民も含め

た第三者委員会を設置し、改めて検証すべきと考

えますがいかがか、伺います。 

●里招致推進部長  市民も含めた第三者委員会

を設置して改めて検証すべきではないかというご

質問にお答えいたします。 

 これまでの招致活動におきましては、オリパラ

出前講座や市民ワークショップ、説明会などによ

りまして、直接市民に説明を行い、意見をいただ

く場を設けてきたところでございまして、今回の

総括・検証に当たりましても、こうした市民対話

事業でいただいた意見や、その他、メールや電話

などでいただいた市民の声といったものを踏まえ

つつ進めてまいりました。 

 その上で、外部有識者等からの意見聴取に当た

りましては、様々な角度から多くの意見をいただ

きたいと考えまして、第三者委員会のようないわ
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ゆる会議体ということではなくて、一人一人お会

いをして、比較的長い時間をかけて個別に詳細な

意見を伺えるように、個別の聴取ということにし

たものでございます。 

●米倉みな子委員  市民の声を聞いてきた、有

識者の方々の意見を聞いてきたということであり

ますが、やはり、第三者委員会を設置しないとい

うことであれば、内輪だけの検証という印象が否

めません。例えば、パブリックコメントなどで市

民の意見を聞く方法もあると思います。実効性の

ある検証とするため、市民の声に真摯に向き合

い、市民参加での検証を求めておきます。 

 最後の質問に移りますが、オリパラに向けて

は、様々な施設の老朽化が指摘され、更新やバリ

アフリー化への取組が示されてきました。 

 そこで、オリパラに向け計画されていた老朽化

した施設の更新やバリアフリー化などに今後も積

極的に取り組むべきと考えますが、どのように進

めていくのか、伺います。 

●里招致推進部長  施設の更新やバリアフリー

化などの進め方についてお答えします。 

 オリンピック・パラリンピックの開催に併せて

計画しておりました施設の更新あるいはバリアフ

リー化などにつきましては、大会の有無にかかわ

らず実施する必要がある事業でありまして、まち

づくり戦略ビジョン・アクションプランの事業に

も位置づけられているところでございます。 

 2030年という一つの目標はなくなりましたけれ

ども、まちづくり戦略ビジョンで掲げる目標の実

現に向けまして、関係部局が連携をして、計画的

に取組を進めていくものと認識しております。 

●米倉みな子委員  札幌市の施設は、札幌市民

にとって大切な財産です。子どもたちをはじめ、

障がいのある方や高齢の方など、誰もが気軽に立

ち寄れて、日常的にスポーツを楽しめる施設が増

えていくことを望みます。 

 そして、札幌市と札幌市民が自分たちのまちに

今あるものの価値や魅力を再認識することが大切

だと思います。 

 市民の知恵と力を借りながら、オリンピックな

どのビッグイベントに頼らない冬の自然を存分に

生かした魅力あふれるまちづくりに取り組んでい

くことを要望して、私の質問を終わります。 

●小形香織委員  今のやり取りを聞いておりま

して、本市は市民理解が重要であると繰り返し答

弁されておりましたけれども、私は、このオリパ

ラ招致は、市民の意見を聞くとか意思を確認する

ということを総じて軽んじてきたのだろうと思っ

ております。 

 先ほども質疑がありました2022年３月に本市が

行いました１万人への無作為抽出による市民意向

調査について伺いたいと思います。 

 この調査は、問いの１から８、そして、８の

１、２、３という設計の中で、問１と２は知って

いたか知っていなかったかを聞く設問、そして、

問３、４、５、６、７、これらの聞き方は、例え

ば、札幌市では2030年大会について、単なる一過

性のスポーツイベントではなく、北海道、札幌が

将来にわたって輝き続けるためのまちづくりに関

するプロジェクトとしています、この内容につい

てあなたはどう思いますか、当てはまるものに一

つ丸をつけてください。回答は、理解した、理解

できなかった、分からない、この三つの中から選

ぶという仕組みです。 

 問４も、共生社会の実現に貢献するものだとい

うことを理解したかどうかということを聞く、あ

るいは、問５も、今ある施設を活用するのだとい

うことを理解したのか、できなかったのかという

ことを聞くという設問になっているわけです。 

 これは、どう見ても、まず、理解を求め、理解

したか、しなかったかということをさんざん質問

されて、そして、最後の問８で、あなたはオリン

ピックを開催することをどう思いますかと聞かれ

て、賛成から反対まで５段階で回答するというも

のなのですね。 

 先ほど、誘導する意図はなかったというふうに
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おっしゃっていましたけれども、今、改めてこの

八つの問いの中のほとんどが理解できたか、でき

なかったかということを聞き、最後に賛成か反対

かと聞くというこの設計は不公正なものだったと

思うのですけれども、いかがですか。 

●奥村渉外担当部長  2022年３月の意向調査の

設問に関するご質問にお答えいたします。 

 先ほどもご答弁させていただきましたけれど

も、この2022年３月の意向調査に際しましては、

2030年大会の計画内容を理解していただいて、そ

の上で賛否について回答していただくことが重要

だろうと考えていたところでございます。 

 そうした情報発信の観点から、冊子等を一緒に

送付させていただいたほか、この設問の中にも、

今ご指摘をいただいたような形でございますけれ

ども、大会計画に関する設問を幾つか載せさせて

いただいて、その上で賛否について確認する設問

を掲載したところでございますので、何か特定の

方向に恣意的に誘導するような、そういう目的で

行ったものではございません。 

●小形香織委員  理解したかどうかと賛成か反

対かということを混ぜ込んで聞くからこういうこ

とになるのではないでしょうか。 

 統計調査法を専門に研究されている横浜市立大

学の教授である土屋隆裕さんという方が、札幌市

の意向調査について、朝日新聞の記事として載っ

ています。 

 全く知られていないテーマについて聞くのであ

れば、事実関係を説明した上で賛否を聞く方法は

あり得る、しかし、札幌市民にとって冬季五輪招

致は既に大きな関心事で、それぞれ意見はあるの

ではないか、賛否を尋ねる質問は調査票の冒頭に

置いたほうがより適切だったと思う、こういうふ

うに答えておられますけれども、私も最初にまず

きちんとここを聞くべきだと思いますし、こうい

うやり方をすれば、回答しようと思った市民がこ

れは随分誘導的だと感じるのは当たり前だと思い

ます。 

 この調査に一体幾らかけたのか、費用をお尋ね

します。 

●奥村渉外担当部長  意向調査に要した費用に

対するご質問にお答えいたします。 

 2022年３月に市民、道民を対象に行いましたこ

の意向調査は、実績額でございますが、郵送調

査、インターネット、街頭調査を合わせまして、

総額で約840万円となっております。 

●小形香織委員  今日もらっている資料２－１

に支持率の推移というものが2014年から2023年ま

で折れ線グラフで表されています。 

 面白いことに、札幌市はこの10年間でたった２

回しか調査をやっていなくて、マスコミが毎年調

査をしているのですね。それを併せてこの折れ線

グラフで示しておられますけれども、札幌市が

やったアンケート調査の結果は、非常に賛成に誘

導しようとする意図が表れたグラフにもなってい

ると私は思うのですよ。 

 だって、その前の年にマスコミが調査したとき

は、賛成は48％だったのです。ところが、札幌市

がやった調査結果は52％、その後、マスコミが

やった調査は42％、札幌市がやったときだけは賛

成が52％に上がったのですよ。 

 一方、反対はどうかといいますと、マスコミが

やった2021年のときには、反対の市民は50％いた

のです。札幌市がやった調査では38％に下がった

のです。ところが、その後にやったマスコミの調

査では57％に反対が上がっている。こういうふう

になっていて、私は意図があったかどうかは分か

りませんが、結果としては不公正であったという

ことを見事に示したグラフだなと思っております

し、こうした誘導的なやり方が札幌市の判断をも

誤ることにつながったのではないかというふうに

思っています。 

 840万円かかったとお答えいただきましたけれ

ども、市民からの批判は免れないのではないかと

思っております。 

 次にお聞きしたいことは、ＩＯＣの市民、住民
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の意思を重視するという点についてお尋ねしたい

と思います。 

 2019年のオリパラ調特のときにも、本市はＩＯ

Ｃも住民支持を重視しており、招致に多くの市民

から支持を得ることが何より重要だと答えていら

れます。 

 このグラフによると、全体としては賛成は減少

傾向、反対は増加傾向というふうに示していると

思いますけれども、ＩＯＣがこの状況で札幌との

対話に進もうと考えると思っていたのか、スポー

ツ局としてこれは対話できるぞというふうに思っ

ていたのかどうか、伺いたいと思います。 

●奥村渉外担当部長  ＩＯＣが求める住民支持

に関するご質問にお答えいたします。 

 ご指摘のとおり、ＩＯＣは、開催地を決定する

に当たりまして住民支持という部分を非常に重視

しているところでございます。そのような観点か

ら、開催地として選定されるためには、我々も

しっかり住民支持を上げていく必要があっただろ

うという認識を持っていたところでございます。 

 そのため、市民の皆様からの理解と支持を得ら

れるよう、また、オリンピックへの不信感や招致

活動に対する社会的な状況の変化の中からそう

いった懸念が大きくなる中で、こうした市民のご

不安や懸念の声に向き合いながら、様々な情報発

信や市民理解の促進に取り組んできたところでご

ざいます。 

●林 清治委員長  奥村部長、質問の趣旨と答

弁がちょっと違うのではないでしょうか。 

 小形委員の質問は、ＩＯＣの開催地決定に向け

て住民の支持の関係をどう受け止めていたかとい

うことを聞いていて、今の答弁とちょっと違うな

という気がします。 

●奥村渉外担当部長  大変失礼いたしました。 

 ＩＯＣは、先ほど申し上げましたとおり、住民

支持を大変重視しているということで、そうした

ＩＯＣのいわゆる招致プロセスの考え方の中で住

民支持をしっかり確保するようにというところが

ＩＯＣの考え方ということで、開催地の手を挙げ

ている都市にはそういったところをしっかり取り

組むように求めてきているという部分では、札幌

に対しても同様にそういう考えを示し、我々もそ

れに応えるべく取組を進めてきたというところで

ございます。 

●小形香織委員  応えるべく努力をしてきたの

は私も分かるのですけれども、このグラフに示さ

れている、全体として反対が増加傾向、賛成が減

少傾向という状態で、ＩＯＣが対話しようと思え

るものだというふうに考えていたのかどうかをお

聞きしたいのです。 

●奥村渉外担当部長  ＩＯＣは、その招致プロ

セスの中で、開催地決定に至るまでに対話という

ものを大変重視した、そういうプロセスを彼らは

持っていたところでございます。 

 ですから、我々が2030年の招致ということを目

指すに当たって、ＩＯＣと様々な対話をしてい

く、ＩＯＣも我々に対して、ＩＯＣの考えをその

対話の中でしっかり伝えてくるというようなこと

でございまして、先ほど申し上げましたとおり、

ＩＯＣとしては住民支持を強く重視をしていると

いう考え方が伝えられ、我々もそれに応えるべく

取組を進めてきたところでございます。 

●小形香織委員  本当に住民から支持されると

いう段階にこのグラフは至っていないということ

を、つまり、住民から支持されて初めてＩＯＣは

対話を始めるわけですから、それを示すことがで

きていないということをこのグラフは表している

のだと思うのですよ。 

 ですから、本当に住民から支持されるために

は、少なくとも、この３月の意向調査の結果、相

当不公正ではありましたけれども、52対38という

賛成と反対が半々だという状況になったときに、

はっきりと市民の意思を聞くという住民投票をや

るべきだったのではないでしょうか。 

 そして、その下で、その先、招致を本当に続け

るかどうかということを考えればよかったのに、
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それをしないで、もっと機運醸成だ、理解促進だ

と進んでくるから、市民は一層、このことに対す

る抵抗が広がっていったということだと私は思っ

ております。 

 検証に当たって、このたび、外部有識者、それ

から、関係団体のヒアリングということを行った

という報告でございましたけれども、なぜ一般市

民を入れることなく外部有識者と関係団体のみの

ヒアリングにしたのか、理由、目的についてお聞

かせください。 

●里招致推進部長  今回の総括・検証に当たり

ましては、これまでの間、招致活動を通じて、市

民対話事業などを通じて市民の皆様からいただい

てきた意見、それから、メールや電話などを通じ

ていただいた市民の声なども今回の作業の中に加

えて総括・検証を行ったものと思っております。 

 その上で、外部有識者の皆様から意見を聞いた

というプロセスを今回の総括・検証作業の中では

取らせていただいたところございます。 

●小形香織委員  もっと市民の声を聞きながら

振り返りをするべきだと思います。 

 札幌のこの招致活動は、初めのときから終わり

のときまで、ほとんど市民を中心にしなかった。

これではＩＯＣに選ばれるということにならない

だろうと思います。 

 少なくとも、賛否が拮抗した段階で、ちゃんと

住民投票などを行って意思を尋ねて、賛成が多い

ぞと分かってから招致活動に進む、このことをき

ちんと総括で入れていかないと、この先、もし札

幌市が再び招致しようというときに同じ過ちを犯

すことがあると思いますので、この点をぜひとも

盛り込むことを求めまして、私の質問を終わりま

す。 

●林 清治委員長  ほかに質疑はございません

か。 

 （「なし」と呼ぶ者あり） 

●林 清治委員長  なければ、質疑を終了いた

します。 

 次に、各会派から、これまでの招致活動や今後

の取組についてご意見をいただきたいと思いま

す。 

●小竹ともこ委員  私から、自民党議員会とし

て、先ほどの和田委員の質疑も踏まえまして、提

言を含めて意見を申し上げます。 

 まず、私ども自由民主党は、終始一貫して招致

活動を後押ししてまいりました。 

 また、議会においても、2014年、2022年と招致

決議をし、これまで、招致に向けて10年という年

月を、議会と行政が両輪となって活動を展開して

きたものと思っております。 

 これまでの招致活動を総括・検証し、今後の取

組について議論をする本委員会に秋元札幌市長、

そして、担当の副市長がご出席されていないとい

うことについて、非常に残念と申しますか、いか

がなものかと、納得がいかない思いでおります。 

 我が会派としては、オリンピック・パラリン

ピックの開催は単なる一過性のスポーツイベント

にはとどまらず、新たなまちづくりを大きく加速

させるものであり、私たちの住むまち札幌の魅力

とポテンシャルを最大限に引き出し、日本中、世

界中に国際都市札幌の名を高め、さらには、札幌

において初となるパラリンピック開催によって、

まち全体のバリアフリーが促進され、人に優しい

まちづくりが進展するなど、有形無形の様々な価

値と効果があると期待をし、推進してまいりまし

た。 

 新型コロナウイルス感染症の拡大、東京2020大

会の不祥事、大雪に見舞われたシーズンなど不測

の事態が重なり、市民の理解、機運醸成は進ま

ず、ＩＯＣ理事会の決定を経て、結果としてこの

招致活動を停止するということに対してはやむを

得ないと思うと同時に、非常に残念、悔しい、絶

好の機会を逃し、もったいないという思いを強く

持っております。 

 そしてまた、本日いらっしゃらない市長に向け

て、札幌市のトップリーダーである市長が自ら強
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い意思の下、オリンピック・パラリンピックの開

催をぜひとも実現させましょうという開催の意義

と効果も含め、熱の籠もった明確な言葉で市民の

方々に訴える場面が少なかったことは、大変残念

に思っております。 

 また、推計されていた経済波及効果についてで

ありますが、招致決定から大会終了までの投資や

支出により発生する直接的効果は約7,500億円、

札幌市では約3,500億円と推計されておりまし

て、大会開催をきっかけとしたインバウンドを含

めた観光客の増加により発生する主なレガシー効

果、大会開催後の10年間の効果でありますが、約

２兆5,000億円、札幌市においては約4,000億円が

失われたこととなります。 

 ほかにも、非常に残念な点として、開催に対す

る反対の意見ばかりが大きく取り上げられ、自国

で、この札幌、北海道でオリンピックが開催され

ることに期待してきた市民の方、若者や子どもた

ちの声や、冬季競技に打ち込み日々練習を重ねて

いるアスリートをはじめ、競技関係者の方々の思

いは広く取り上げられることもなく、置き去りに

されていたかのような印象が拭えません。 

 招致活動が停止し、当面の目標が失われた今、

マイナーな競技が多い中で、その普及と裾野拡大

は今後一層困難さを増すことが予想され、その失

望と落胆は痛切なものであると考えます。 

 今後に向けては、オリパラ招致にかかわらず、

ウインタースポーツの振興や国際スポーツ大会の

開催、誘致を積極的に進めていくとのことであり

ます。 

 アジアで初の冬のオリンピックを開催したその

レガシーを次世代につなげ、将来の招致に向け、

その灯を絶やすことがないよう取り組んでいただ

くことを求めます。 

 特に、これまで延べ約６万人の子どもたちが受

けたオリパラ教育については、平和の祭典である

オリンピックが自分たちの住むこのまちで開催さ

れた歴史を学び、愛着と誇りを持つふるさと教育

そのものであり、オリンピアン、パラリンピア

ン、そして、アスリートの皆さんのお話や体験談

を通して、基本理念やスポーツの価値、意義、あ

るいは、楽しさを知ることができる貴重な機会で

あり、今後も継続されるということについては高

く評価をいたします。 

 この学びを得て、たくさんの子どもたちが夢と

希望を持ち、オリンピック・パラリンピックが来

ることを楽しみにしていたと思います。 

 世界に誇るウインタースポーツシティー札幌を

次の世代につなげていくためにも、この招致活動

の停止により、これまで描いたまちづくりが、決

して遅れたり後退することがないよう、今後の市

政運営に全力を尽くしていただくことを強く求め

まして、終わります。 

●松原淳二委員  私からも、民主市民連合会派

を代表して、オリンピック・パラリンピック冬季

大会招致を振り返って、一言、発言をさせていた

だきたいと思います。 

 我が会派においては、オリンピック・パラリン

ピックは世界最大のスポーツイベントであり、

トップアスリートがひたむきに競い、健闘をたた

え合う姿は、多くの市民に感動をもたらし、さら

に、スポーツ文化の醸成に資するにとどまらず、

大会を成功に導く市民の力や、さらには、世界中

から訪れる人々が開催都市にふさわしいと感じる

まちづくりを行う歩み、これは将来大きな財産と

して引き継がれると認識をし、札幌市の招致推進

に賛同し、一緒に取り組んできたつもりでござい

ます。 

 また、一貫して、招致推進に当たっては、市民

の賛同が必要との立場で議会議論を重ね、地域、

市民の多くの皆様や関係団体、支援団体との意見

交換なども行ってきました。 

 これまでの招致活動を通じ、やはり、市民の賛

同をどう得るのか、市民との合意形成をどう調え

るのか、この点について大きく課題を残したもの

と認識します。 
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 2019年のＩＯＣ、コーツ副会長が招致の前提条

件としたレファレンダム、政治についての重要事

項の可否を国民が直接投票によって決める制度、

いわゆる国民投票、住民投票と訳すことができる

発言の解釈を巡っても、やはり、2022年の市民意

向調査が圧倒的な住民支持、国民支持の背景とし

た結果が得られていれば、一定の理解が、納得感

があったものと考えます。 

 しかし、おおむね賛成とする方が僅かに過半数

を超えた結果であったこと、また、その後の感染

症の長期化や東京2020大会などを踏まえて、次第

にマスコミ等の調査にも変化が見られ、市民との

合意形成の在り方への不信につながったものと考

えます。 

 秋元市長が次のプロセスに進むためには改めて

市民意向を確認するとしていたことが体現されな

いまま招致活動を終了せざるを得なかったこと

は、極めて残念に思っております。 

 招致活動を断念した大きな要因は、東京2020大

会の不祥事に尽きるとは認識する一方、オリン

ピック・パラリンピックと市民サービスに係る財

源が全く違うものの、市民生活に密接した行政課

題とのすみ分けが招致意義の理解促進を難しくし

たものと認識します。 

 また、開催都市を目指す札幌市が一行政区一自

治体として取り組むことに限界があったことも実

感をしました。 

 特に、冬季大会は、施設整備に多くの課題があ

ることから、全道、全国、さらには全アジアと広

い視点で既存設備の有効活用を検討する必要があ

り、北海道、札幌にとどまらず、オールジャパン

での招致推進体制の構築が不可欠であったと認識

します。 

 また、ＩＯＣが過熱化した招致合戦から大きく

転換し、アジェンダ2020を導入し、今後の持続可

能な大会開催を模索する中、札幌市がモデルケー

スとして、これからのオリンピック・パラリン

ピックの第一歩となることに期待をしていまし

た。 

 しかし、新たな招致プロセスは複雑で、やはり

不透明さが残るなど、選定過程などが大きく変

わったことが理解されず、依然として五輪不信が

払拭されないまま、東京2020大会の不祥事で一層

その不信が強まったことと認識します。 

 残念ながら、新たな持続可能な大会開催のモデ

ルケースは、フレンチアルプスやソルトレイクシ

ティーなど、当面の開催候補地に委ねることとな

ります。札幌がなし得なかったモデルケースの第

一歩といったことを期待したい、成功を期待した

いと思っています。 

 当面は大会開催という選択肢は閉ざされた状況

になりますが、大会招致を契機にまち全体をリ

ニューアルし、雪を楽しむ文化、ライフスタイル

を新たな価値として市民に、さらには国内及び世

界へ発信していくとともに、共生社会の実現を目

指し、超高齢社会に対応したユニバーサルなまち

づくりを進める取組を鈍化させることなく実現さ

せなくてはなりません。 

 あわせて、2030年、ＳＤＧｓの目標ゴール達成

に向けて歩みも止めるわけにはいきません。 

 今回の総括・検証を今後の市政運営や各種施策

の展開に生かすことが重要です。 

 また、市民との合意形成、市民意見の把握、課

題解決に向けたプロセスなど、どう市民と共有す

るのか、この課題については、市民参加のまちづ

くりといった点でこれからも議論していきたいと

思っております。 

 今後のオリンピック・パラリンピックや国際ス

ポーツ大会をはじめ、国際的な各種イベントを行

う上でも、ユニバーサルなまちづくり、そして、

市民参加のまちづくり、オールジャパンの体制構

築が一層進むよう議論を重ねてまいる決意を申し

述べて、私からの発言とさせていただきます。 

●丸山秀樹委員  私は、公明党議員会を代表

し、オリンピック・パラリンピック冬季大会の招

致を総括し、意見を表明させていただきます。 
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 我が会派は、これまで、オリンピック・パラリ

ンピック冬季大会の開催招致に当たり、一貫して

共生社会の推進を主張してまいりました。 

 改めて、招致活動を行ってきたこの10年間の共

生社会の推進に向けた取組を振り返ると、ハー

ド・ソフトの両面からバリアフリー化が進められ

てきたことを挙げることができると思います。 

 例えば、ハード面では、施設をはじめ、地下鉄

駅のバリアフリー化、ソフト面では、ヘルプマー

クやヘルプカードの導入、さらには、市民、企

業、親子を対象とした心のバリアフリー研修も開

催されました。 

 また、ハード・ソフトの両面の機能を有する公

園のユニバーサル化を進め、インクルーシブ公園

を実現させるなど、私たち公明党の主張が様々な

形となって進められたものと認識いたします。 

 また、我が会派が代表質問をはじめ、様々な機

会を通じ述べてきたＳＤＧｓの理念を踏まえたま

ちづくりへの提案がＳＤＧｓ未来都市への選定に

つながったものと考えます。 

 さらに、ＬＧＢＴの取組推進、国内５番目と

なった公正・公平な取引をもって途上国を支援す

る仕組みであるフェアトレードタウンの認定な

ど、世界都市札幌としての価値を高めることもで

きました。 

 このように、招致活動を通じ加速させてきた共

生社会の実現に向けた取組は着実に前進してきた

ものと認識いたします。 

 さらに、さきに公表された札幌市の最上位計画

である第２次札幌市まちづくり戦略ビジョンのビ

ジョン編において、ユニバーサル（共生）がまち

づくりの重要概念の３本柱の一つに位置づけら

れ、分野横断的に取り組む施策として、ユニバー

サル（共生）プロジェクトが設定されました。 

 ユニバーサル推進室及びユニバーサル推進本部

の設置により、庁内が一丸となって共生社会の実

現に向けた取組を進めていく体制が構築されたこ

とは、我がまち札幌が共生社会の推進に向け大き

な一歩を踏み出せたものと評価するところです。 

 次に、本日の委員会では、会派の森山委員が、

これまで我が会派が主張してきたオリパラ教育に

ついて質問をさせていただきました。 

 改めて、このオリパラ教育を通じ、互いの違い

を認め合い、尊重し合うことの大切さを学ぶとと

もに、アスリートの姿を通して夢や感動を共有で

きたことは、子どもたちにとっての貴重な財産で

あり、未来に夢を描く子どもたちの背中を後押し

するきっかけになったものと考えます。 

 オリパラ教育は、国際・異文化理解、共生社会

の理解にもつながるものであることから、今後も

継続し、進めるべきと考えます。 

 これまで札幌市は、招致活動を進める中で、冬

季パラスキーワールドカップの開催や2017年冬季

アジア大会のほか、東京2020大会のサッカーやマ

ラソン、競歩など、暑さ対策でスタート時間が急

に変更になっても柔軟に対応できる運営能力の高

さを示し、世界から高い称賛と評価を受けられま

した。 

 さらに、通訳をはじめ、数多くのボランティア

スタッフの姿は多くの感動を呼び、札幌の名を世

界中にアピールすることとなりました。 

 今後も、ワールドカップをはじめ、国内外のパ

ラスポーツも含めたスポーツ大会の招致は、これ

からの道内、そして、市内のスポーツ振興につな

がるとともに、それを支える通訳や多くのボラン

ティアが持つおもてなしの力、市民力は、スポー

ツのみならず、札幌の主力産業である観光振興な

どにも役立て、生かしていくべきと考えます。 

 次に、招致に対する思いという点について、市

長は、令和５年３定の決算特別委員会の冒頭で、

札幌招致が本当に手の届くところまで来ている実

感があったので、非常に悔しいとの発言をされま

したが、我が会派としても同じ思いであります。 

 特に、我が会派は、オリンピック・パラリン

ピック招致を市民が実感できるまちづくりにつな

げる必要があり、その象徴となる場所を明確に
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し、まちのバリアフリー化、ユニバーサル化を進

めアピールしていくよう求めておりましたが、そ

うした取組を市民に明確に示すことができず、招

致機運の醸成につなげることができなかったとい

う点については指摘をさせていただきたいと思い

ます。 

 また、招致を巡る議論では、スポーツが持つす

ばらしさや、札幌で初めて開催となるパラリン

ピックを通じたパラスポーツの普及や共生社会へ

の理解促進の効果よりも、大会経費や大会運営に

関わる不信感が先行してしまったことは大変残念

であります。 

 一方、大会招致で行ってきた市民対話事業は、

若者や子どもたちを含む札幌市民が将来の札幌の

まちの姿に思いをはせ、自ら考えるきっかけとな

り、中でも、大会概要案に札幌の未来を担う若者

から、「若い世代からの100のアイデア」という

形で盛り込むことができたことは成果の一つで

あったと考えます。 

 市は、今後も次代を担う若者の声を聞く機会を

積極的に設け、市政に反映させていただきたいと

思います。 

 また、招致の賛否に関する市民の民意確認にお

いては、我が会派の先日の代表質問の中で、市長

が掲げる市民参加の仕組みづくりを通じて触れさ

せていただきましたが、市民の多様な声を幅広く

聞き、共に考え、議論し、解決を図っていくプロ

セスは大変重要であり、市民の様々な考え方や意

見の見える化を図り政策判断に生かすなど、市民

の声の反映方法を幅広く検討し、問題解決につな

げる仕組みへと議論を進めることが必要と考えま

す。 

 誰一人取り残さない持続可能な社会を目標とす

るＳＤＧｓの考え方が2015年国連総会で採択さ

れ、我が会派が初めて議会の代表質問で取り上げ

て以来、本市においても、2030年を目指し、ＳＤ

Ｇｓの理念に基づくハード・ソフトにわたるユニ

バーサルなまちづくり、脱炭素社会に向けた取組

の推進、さらには、新幹線の延伸を見据えたまち

のリニューアルが加速される中、オリンピック・

パラリンピックの招致に伴う様々な取組は、市の

施策展開に大きな、大きな役割を担ってきたこと

は確かであります。 

 ついては、招致活動を通し得られた財産を、今

後の世界都市札幌に向け、まちづくり、人づくり

に生かすとともに、ウインタースポーツや障がい

者スポーツの普及振興、さらには、今後も力強く

進める必要がある共生社会の実現に向けた取組に

生かし、全ての市民が実感できる優しいまちづく

りを着実に進めていただくことを求め、また、会

派としても決意し、意見表明とさせていただきま

す。 

●小形香織委員  日本共産党札幌市議会議員団

を代表し、北海道・札幌2030オリンピック・パラ

リンピック冬季競技大会の招致活動と停止につい

て、総括して討論を行います。 

 2014年に上田文雄前市長が2026年の冬季オリン

ピック・パラリンピックの開催都市として立候補

を表明し、秋元克広市長になった2018年９月、

2026年招致活動の終了と併せ、2030年招致を表明

し、招致活動、機運醸成活動を本格的に進めまし

た。 

 私ども日本共産党は、世界の平和と友好、人間

の尊厳を掲げるオリンピックの精神に賛同すると

ともに、開催都市となる地元市民の圧倒的賛同が

なければ前に進むことはできないと考え、議会で

の質問を重ねてきました。 

 本市は約10年間の招致活動を進めましたが、Ｉ

ＯＣが2023年11月29日に、2030年はフレンチアル

プス、2034年はソルトレイクシティーと狙いを定

めた対話に進むことと併せ、2038年はスイスと対

話することを発表したことで、本市は事実上、招

致を断念し、12月19日に招致活動を停止すること

となりました。 

 東京大会の一連の汚職・談合事件はもちろんの

こと、我が党が指摘してきたとおり、市民との十
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分な合意がないままに招致しようとしたことがあ

つれきを生み、市民の反対世論が広がり、このよ

うな結果となったと考えます。 

 2019年、本市は、招致レースのスタートだと位

置づけ、取組を本格化させましたが、まだ市民の

意向を確認していない段階でＪＯＣと話を進めた

ため、2020年１月に札幌市を2030年の国内候補地

と決定したことに対し、まだ賛否も聞かれていな

いのになぜ候補地となるのかと、市民の中に疑問

や不信が広がりました。 

 この時期のマスコミの世論調査でも賛否は半々

であったのに、決定が先になったこの順序は明ら

かに逆だったのではないでしょうか。 

 ようやく2022年３月に本市は１万人の無作為抽

出による意向調査を実施しましたが、その手法に

も、結果による判断にも、大きな過ちがありまし

た。 

 送られた封筒には、調査用紙のほか、大会概要

案とＱ＆Ａが同封され、大会概要案及びＱ＆Ａを

読んだ上での回答が求められました。 

 大会招致は市民生活に好影響を与える、大幅に

経費が増えることはありません、さらなる経済効

果も見込まれますなど、不確定なメリットばかり

が強調されたＱ＆Ａを読んでから回答に入るよう

促されたのです。 

 調査用紙は、８項目のうちの五つが大会概要を

理解したか、できなかったかに丸をつけさせるも

ので、最後の８問目でようやく賛成か、反対かを

聞くという設計になっておりました。 

 また、旭川、帯広など道内６都市の調査は、映

画館来場者への街頭調査で、協力者にはオリジナ

ルバッジを提供するという物品を使う手法でし

た。 

 さらには、調査実施時期は北京オリンピックの

直後で、選手たちの活躍に心を躍らせた心境に付

け込むタイミングで、統計調査法の専門家から、

調査票の設計について、賛成方向に誘導されてい

る可能性がないとは言えないとの指摘を受けるも

のでした。 

 不確定な要素で、招致はばら色であるかのよう

に描き、市民を賛成に誘導するような意向調査を

840万円もかけて実施したことに対し、強い反省

を求めるものです。 

 さらに、この意向調査の結果は、賛成52.2％、

反対38.2％とほぼ拮抗し、市民からの多くの支持

を得たとは言い難いものであり、この段階で機運

醸成活動をやめ、38.2％となった反対意見を持つ

市民と対話する必要がありましたが、市長は、招

致の是非の決定ではなく、今後の進め方の参考と

するという態度に終始しました。それを受けた本

市が、市民理解が不足していると、さらなる理解

促進活動を行おうとしたことから、我が党は、

2022年５月、第２回定例市議会で、2030北海道・

札幌オリンピック・パラリンピック冬季競技大会

招致に関する住民投票条例案を市民ネットワーク

北海道と共同で提出したのです。 

 市長がオリパラ招致はまちの将来に関わる重要

な取組と認識していると答弁したことは、本市が

持つ札幌市自治基本条例第22条にある住民投票を

実施できる根拠であります。 

 大会招致は市政の重要な事項であり、賛否が拮

抗した以上、間接民主主義を補完する住民投票を

行い、オリパラ招致に賛成か、反対か、市民の意

思を直接確認する必要があると考え、提案したも

のでした。 

 これに対し、自由民主党会派からは、議会での

招致決議は議会として総合的な判断であり、必ず

しも住民投票が優れているとは言えない、民主市

民連合からは、賛成や反対かの選択を迫るもので

あり、子どもたちなど広範な意思を反映していな

い、公明党会派からは、関係者が一丸となって取

り組むべきときに、賛否のみを問う住民投票は市

民を分断するなど、市民不在のまま招致を推進す

る本市と同調する理由により反対の表明があり、

残念ながら可決に至りませんでした。 

 その後の８月末、東京2020大会の談合、汚職な
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ど一連の不祥事が発覚し、本市はまだ事件の全容

も分からないうちから早々にクリーン宣言を行

い、大会概要案を更新しましたが、事態が次々と

明るみになる中で、招致反対の市民世論はさらに

高まりました。 

 また、12月、３月には、市民から議会に対し、

住民投票の実施を求める趣旨での陳情や請願が出

されました。 

 こうした中で、市長選目前の12月20日、本市は

機運醸成活動を休止しましたが、翌年４月の市長

選の結果は、市長が冬季オリンピック招致に対す

る懸念なども含まれていると答弁されたように、

札幌市政への不信を表すものとなり、９月には市

民による住民投票条例の直接請求署名運動が開始

されました。 

 本市が行ったオープンハウスや説明会で、参加

した市民から、やめてほしい、大会予算が増加す

るのではないかなど、寄せられた意見1,086件の

うち、628件が不安や懸念の声で占めるという状

況になったのです。 

 そして、10月に市長が2030年招致断念を表明し

た後も、2034年以降の可能性を探るとしたため、

私が10月18日の本市議会決算特別委員会で住民投

票の実施を求めましたが、民意を確認する一つの

手段だと言うだけで、いつの段階でどのように住

民投票を行うのか明確な答弁はありませんでし

た。 

 大会招致にかかった経費は2014年度から支出が

始まり、新型コロナウイルスの感染が拡大した

2020年度は１億1,500万円、2021年度、３億9,600

万円、2022年度、３億円と10年間で12億2,100万

円にもなりました。 

 市民から多くの支持を得たとの確認が一切ない

ままに、12億円を超える大会招致経費を使ってし

まったことは重大な問題ではないでしょうか。 

 議会も問われています。 

 我が党と市民ネットワーク北海道が反対すると

分かっていて、オリパラ招致の決議を多数決で決

定いたしました。 

 それにより、本市が議会でも招致決議をいただ

いたと後ろ盾にすることとなってしまいました。 

 また、市民から出された陳情や請願は、丁寧な

議論を重ねる必要があるものですが、住民投票の

実施を求めた請願に対しては、僅か１回の審議だ

けで多数決により否決しました。 

 市政の重要な事項であるからこそ、数の力で押

し切ってはなりませんでした。 

 このたびの総括・検証は、市民の意思を確認し

ないまま進んでしまった過ちについて書かれてお

りません。総括にも一般市民は加われず、本市の

招致活動は、最初から最後まで、徹頭徹尾、市民

不在のままのものでした。間違った総括は、次の

招致活動をも間違えることになります。 

 今後、本市が冬季オリンピック・パラリンピッ

クを招致しようとするならば、まず、本市の施策

をさらに充実させて、市民のウインタースポーツ

実施率が2019年度は10.1％と下がっている現状を

大幅に引き上げ、スポーツ愛好家を増やすことで

す。 

 そして、招致について市民の賛否が分かれそう

なときには、自治基本条例にのっとり、市民に住

民投票によって意思を確認し、多くの市民からの

賛同を明確に得てから、本市の言うオールジャパ

ン体制で招致活動に進むというＩＯＣが求める確

かな住民合意が必要です。 

 このことを明記せずに2030年招致活動の総括を

すれば、再び同じ過ちを繰り返してしまうことを

肝に銘じ、改めて市民の意思を確認することの欠

如や多数の賛同を得た後に進むことの欠如がなぜ

起きたのか検証するよう求め、討論を終わりま

す。 

●荒井勇雄委員  日本維新の会、会派を代表し

まして、会のご意見を述べさせていただきたいと

思います。 

 率直に、今回オリンピック・パラリンピックの

招致をできないことに、市民の代表者として、為
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政者として、大変責任を感じております。 

 政治家たるもの、私は、国家の繁栄、都市の繁

栄に対し全力をささぐべきだと思っております。 

 歴史を振り返ってみましても、1972年の町村金

五知事及び板垣武四札幌市長の協力の下、札幌は

大きく発展したことは紛れもない事実でございま

す。当時の昭和天皇をお招きし、先人の北海道開

拓を尊び、次の世代に未来を残すため、今、この

札幌はあるのであります。 

 札幌市役所の前にもオリンピック聖火台があり

ますが、本市はオリンピックがあって発展してき

たということを忘れてはいけないと思うのであり

ます。 

 経済効果の観点から見ましても、今回、本市が

発表したとおり、招致を決定していれば、経済効

果として、先ほどもありましたが、7,500億円、

大会終了後、２兆5,000億円、計３兆円近くの経

済効果をふいにしたのでございます。 

 目の前に招致が決定していた、ほぼほぼつかみ

かけていたものを我々は逃してしまった、これは

本市にとって、北海道にとって多大なる損失であ

ると、このように考えております。 

 その上で、今回、私は北海道知事の姿勢、責任

政党としての与党、また、財界の姿勢に対して、

大変承服しかねるものでございます。 

 北海道新聞をはじめ、マスコミの皆様方は、反

対、反対の論調を張ってきました。しかしなが

ら、招致を断念した翌日、札幌市長及び本市の体

制に対し、また批判の記事を書きました。 

 実際に、札幌オリンピックが決まらず広告収入

を得られなかったのは、自明の理でございます。 

 そもそも、私は、今回のオリンピック招致に当

たり、東京オリンピックの汚職が問題であって、

札幌は、先日、小竹委員のお話にもあったとお

り、この議員き章を見ても、札幌は雪のように純

白であり、まだ特に何も汚職等をしておりません

し、今後どのようにすればオリンピックを開催で

きるのか、前向きな質疑応答を通してオリンピッ

クを決めようと努力すれば、開催を迎えられたと

思っております。 

 そもそも、もしもオリンピックが北海道にとっ

て、札幌にとってマイナスであるというのであれ

ば、フランスも、アメリカも、スイスも、今回の

招致活動に当たり、手を挙げないものでありま

す。 

 一つ、結果としまして、今回、白人のスポーツ

としてオリンピックが銘記されてしまった、その

ように周知されてしまったのではないかと私は

思っております。 

 1964年、当時の文科大臣、嘉納治五郎貴族院議

員が、当時、白人のスポーツであったオリンピッ

クを、アジアを含め、世界の平和の祭典であると

定義し、東京オリンピック第１回開催にこぎつけ

たにもかかわらず、我々は先人の思いをつむげな

かったことに対して、改めまして責任を感じてお

ります。 

 その上で、先ほどの経済指標の観点から申しま

すが、大阪は、オリンピック招致を逃し、今回、

万博を決め、ＩＲ招致を決めました。今後、札幌

と大阪で、10年後、20年後にどちらが経済発展し

ているのか、将来、どちらが都市の発展になるか

ということを踏まえて、必ず結果は出るものだと

私は思っております。 

 最後になりますが、私も市民説明会に度々足を

運ばせていただきました。今回、招致に当たり、

スポーツ局の皆様が連日遅くまで頑張っていたと

いうことを私も認識しております。時には感情的

な質問になりながらも、奥村部長が淡々と市民の

皆様の質問に対してお答えしていたことは、陰の

ＭＶＰだと私は感じております。 

 結びになりますが、私は本日、石川県能登半島

の伝統工芸である輪島塗のカップをお持ちしまし

た。 

 震災の復興及び30年、34年、38年の日本選手団

の健闘をお祈りしまして、日本維新の会、会派を

代表しましての私の意見表明を終わらせていただ
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きます。 

●米倉みな子委員  先ほどの質問内容と重複す

る箇所もありますが、非常に重要なことですの

で、市民ネットワーク北海道を代表して、招致活

動の総括を述べさせていただきます。 

 札幌市においては、2014年より、2026年大会、

また、2030年大会の招致に向けた取組を進めてき

ました。 

 市民ネットワークは、オリンピックやパラリン

ピックはスポーツを通じて世界中の人々が交流す

る平和の祭典として意義のあるものと考えます。 

 しかし、超少子高齢化、人口減少など、厳しい

社会経済情勢の中、札幌市の財政状況は今後ます

ます厳しくなっていくことが予想されることか

ら、今、選択すべきは、オリンピックの開催では

なく、福祉や教育、将来を担う子どもたちや若者

たちが安心して働くことのできる政策を一刻も早

く実現すること、また、オリパラ招致ありきでは

なく、市民意見を基本とし、決定することなどを

一貫して求めてきました。 

 2022年３月に札幌市が実施した１万人意向調査

では、賛成、どちらかといえば賛成が計52％、反

対、どちらかといえば反対は計39％でした。 

 約４割の市民が反対の意向を示したにもかかわ

らず、札幌市は、説明すれば理解してもらえると

自己本位的な解釈をし、市民意見を軽視したこと

は、自治基本条例にもとる市政運営と言わざるを

得ません。 

 また、このアンケートは、冬季五輪の意義を強

調した上で賛否を問うものであり、誘導的で公平

性に欠けるものでありました。 

 札幌市においては、自治基本条例第22条におい

て、市は市政に関する重要な事項について住民の

意思を確認するため、別に条例で定めるところに

より、住民投票を実施することができると規定し

ています。 

 2022年11月、大学教授や弁護士などの札幌市民

による冬季五輪招致に関する札幌市民の意思を確

認するための住民投票の実施を求める請願が議会

に提出されましたが、残念なことに、この請願は

不採択となりました。 

 札幌市において、2030冬季大会が世界を魅了

し、歴史の転換点と人々が記憶するような大会と

したいと考えていることや、また、事業予算も多

額であることから、市政の重要な事項であること

は間違いありません。 

 こうした重要事項である2030冬季大会の招致に

ついて、市民が住民投票の実施を提起したにもか

かわらず行わなかったことは、自治基本条例を尊

重していないということになり、これは市政運営

の根本を揺るがす重大事です。 

 まず、この点を総括・検証し、今後の市政運営

に反映すべきと考えます。 

 また、札幌市が2014年からおよそ10年にわたる

招致活動に費やした費用は約27億円に上っていま

すが、市民に向けて詳細を公開するとともに、具

体的な内容について検証すべきです。 

 本市による招致活動の総括・検証の結果のご説

明がありましたが、こうした市民の視点での検証

が必要不可欠と考えることから、先ほども提案し

ましたが、市民を含めた第三者委員会を設置し、

検証すべきことを改めて求めて、私の討論を終わ

ります。 

●脇元繁之議員  本日は、意見表明の機会を与

えていただき、感謝申し上げます。 

 すぐに熱くなるほうですので、粛々と手元の原

稿を読ませていただき、心静かに意見を述べさせ

ていただきたいと思います。 

 とはいうものの、答弁を聞いておりました。特

に、住民投票をすべきとか、市民の声を聞いてい

ないとかと発言していた委員の方にお尋ねしま

す。 

 我々は市民の代表者ではないのですか。我々は

市民の代弁者ではないのでしょうか。市民に必要

のない責任を負わせるのですか。責任を負う立場

は我々議員の役割ではないのでしょうか。ご自身
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の立場を改めて考えてみてほしいと願います。 

 私は、昨年５月２日に市議会議員という立場を

与えていただきましたので、それ以前の札幌市と

議会での詳しい議論の中身を知っているわけでは

ありませんが、市長をはじめとする理事者と議員

の皆さんが議論に議論を重ねた上で、オリンピッ

ク・パラリンピックが札幌市の未来に向けたまち

づくりに大きく寄与するものと判断した上で招致

活動を決議したものと認識しております。 

 当然、このような国を巻き込んだ一大イベント

の招致活動ですから、その意義はもちろんのこ

と、オリンピック・パラリンピックがもたらす経

済波及効果は、札幌市はもとより、北海道、日本

全体に及ぼすものであるということは、改めて申

し上げるまでもないと考えます。 

 それにもかかわらず、市長が今回、招致活動を

停止せざるを得なかった、いや、断念すると決断

した最大の理由は、市民の理解を得られなかった

ことなのだと考えます。 

 本日示された総括では外的要因、内的要因が羅

列されていますが、この機運醸成や支持を得られ

なかった最大の要因は、オリパラ開催への情熱と

覚悟が足りなかったからではないでしょうか。 

 確かに、現在、東京大会での不祥事などで、オ

リパラに対するイメージはお世辞でもよいとは言

えません。ですから、オリパラがもたらすまちづ

くりの有益性を幾ら言葉や数字で説明しても、に

わかに信じてはもらえませんでした。 

 別段、札幌市が招致活動に当たって何か不祥事

を起こしたわけでもありませんし、手続に瑕疵が

あったわけでもないのに、ネガティブなイメージ

が先行し、それを払拭するには言葉が弱く、それ

を挽回するすべを見いだせず、何かのせいにして

いるようでは、このような結果になってしまうの

も当然と言えば当然だったのかもしれません。 

 オリパラを開催することで札幌の未来が明るい

ものだと確信しているのであれば、覚悟を持って

市民の不安を取り除いてほしかった。こういうと

きは、丁寧な説明、誠実な取組と併せて、市長

の、大丈夫、責任は俺が取る、俺に任せろという

言葉と覚悟があれば、多くの市民の共感が得られ

たのではないでしょうか。 

 反対や否定のエネルギーはとてつもなく大きい

ものです。それに対峙できるのは、市長が見せる

覚悟、強いリーダーシップによるものです。もち

ろん、招致の決議に賛成した市議会議員にもそれ

を後押しするという大きな役割があったと思いま

す。その後押しが足りなかったと感じる議員も一

部はいらっしゃるのではないでしょうか。 

 市長も、議員も、民主主義の手続による選挙で

選ばれた市民の代表者です。議論に議論を重ね、

市民の暮らしに責任ある結論を導き出す、時に

は、５年後、10年後、100年後の未来を見据え、

誤解を恐れず決断しなければならないこともあり

ます。 

 このたびの招致活動に併せて、半世紀前にこの

まちに流れた「虹と雪のバラード」が地下鉄駅に

再現されました。私は、札幌が生んだ名曲だと

思っています。 

 しかし、招致活動の停止に合わせて、市民の間

から、いつまで流しているのだという抗議の声が

寄せられ、この３月中には中止するということが

伝えられると、今度はどうしてやめるのだという

声が寄せられているのだそうです。 

 これほど招致活動を巡って市民意見が分かれ、

その混迷ぶりが名曲をも翻弄する事態となってし

まいましたが、この一連の出来事を通して、我々

は多くのことを学んだような気がします。 

 今回の札幌市の決断は苦渋の決断と受け止めな

がらも、これまでの時間と費用が決して無駄では

なかったと思える市政運営をすべく、頭を切り替

えて、まちづくりに前向きに取り組んでいこうで

はありませんか。 

 私も一議員として微力ではありますが、力を尽

くしてまいりたいと考えております。 

 以上、私の意見表明とさせていただきます。 
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●林 清治委員長  本日ご出席の各会派からの

意見表明をいただきました。大変ありがとうござ

いました。 

 次に、今後の委員会活動についてです。 

 本委員会は、冬季オリンピック・パラリンピッ

クに関する調査を目的として設置されたものであ

りますが、本市やＪＯＣが招致活動を停止した状

況を踏まえ、今後の委員会活動について理事会で

協議を続けてきたところであります。 

 また、ただいまの理事者からの総括・検証や各

会派からのご意見、本委員会の設置目的等を総合

的に勘案いたしますと、今後も調査活動を継続す

る必要性は乏しく、当職といたしましては、本委

員会はその役割を終えたものと考えます。 

 つきましては、ここで、お諮りいたします。 

 本委員会について、調査活動を終了すべきもの

と決定することにご異議ございませんか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

●林 清治委員長  異議なしと認め、本委員会

における調査活動は終了すべきものと決定されま

した。 

 なお、本委員会の調査終了については、本会議

での報告、議決をもって正式に決定されることに

なります。 

 これに先立ち、議長に対して委員会報告書を提

出いたしますが、審査報告等については理事会に

ご一任いただくことでよろしいでしょうか。 

 （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

●林 清治委員長  それでは、そのように決定

いたします。 

 委員会の閉会に当たり、一言、ご挨拶申し上げ

たいと思います。 

 約９年にわたり、幾度か名称も変わりました

が、冬季オリンピック・パラリンピックに関して

調査を行ってまいりました。 

 この調査特別委員会でありますが、先ほども申

したように、札幌市の招致活動停止となったこと

により、本日の質疑、各会派の意見表明により、

調査を終了することと決定いたしました。 

 私は、委員長としては１年に満たない期間であ

りましたが、藤田副委員長、各委員、そして、理

事者並びに議会事務局のご協力で委員会運営をし

てまいりました。この間のご協力に感謝申し上げ

たいと思います。 

 今後も、冬の観光客誘致、冬季スポーツ振興は

本市にとっても大変重要な取組であります。これ

までの議論をしっかりと今後の市政にも生かして

いただきたいと考えております。 

 このことを申し上げまして、委員会閉会に当た

り、ご挨拶とさせていただきます。 

 ありがとうございました。（拍手） 

 以上で、委員会を閉会いたします。 

    ―――――――――――――― 

      閉 会 午後４時18分 


